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プレキャストコンクリート製品の表面に発生した汚れの分析事例 

石川 住友大阪セメント㈱ ○本田 和也 

石川 ㈱ホクエツ北陸    橋場 正明 

キーワード：評価・試験方法

連絡先：石川県金沢市堀川新町2番1号 TEL：076-223-1505 FAX：076-223-0193

プレキャストコンクリート製品工場にて製品の表面に汚れが確認されたため、原因を究明すべく各種分

析を実施した。製品表面から、①健全部と②汚れ部をはつり取り試料とした。分析内容は SEM観察、EDS

分析、熱分解 GS/MS の 3つを実施した。 

SEM 観察の結果、汚れ部では不均一なセメント粒子の形状が確認された。EDS 分析の結果、健全部か

らは主に CO2、CaOが確認されたが、汚れ部では前記の 2種の他、SiO2、Al2O3、SO3、MgO、FeO が確認

された。熱分解 GD/MS の結果、汚れ部からは型枠用グリスや剥離剤と同様に長鎖炭化水素の高いピーク

が確認された。 

以上の結果、剥離剤などの成分がコンクリートに付着し、色の変化が生じたと推察される。 
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島根県におけるアルカリ骨材反応による損傷の事例報告 

 

島根 株式会社ウエスコ ○余村 浩 

 

 本橋は島根県出雲市に位置し、昭和56年に建設された橋長L=627.15m、径間数19径間の大規模橋梁である。

渡河部の10径間は鋼橋、両アプローチ(陸上部)の9径間はPC橋で構成されている。橋梁は建設後35年が経過し

ており、鋼・コンクリート各部材の損傷に対し長寿命化に配慮した補修設計を行った。本稿ではこの補修設計

のうち、橋脚に発生したアルカリ骨材反応（以下ASRと記す）に対する補修設計の内容について報告する。 

 

 

 橋長：627.150m（図-1参照） 

 径間数：19径間 

 架設年度：1981年(S56)竣工後35年経過 

 上部工形式：鋼単純鈑桁（渡河部） 

PCプレテン桁（両アプローチ部） 

 下部工形式：逆Ｔ式橋台、張出式橋脚 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本橋の過去の補修履歴を表-1に示す。補修履歴による

と、陸上橋脚には13年前に亜硝酸リチウムを用いたひび

われ注入及び表面被覆、水周り改善による補修が行われ

ており、過去にASR対策が実施されていることがわかる。 

 

 

キーワード：アルカリ骨材反応、橋脚梁部、鉄筋破断、残存膨張量 

連絡先：島根県松江市嫁島町16-1 TEL：0852-25-1252 FAX：0852-25-1248

施工年 内　容 経過年 備　考

1981年(S56) 竣工 35年

1995年(H7) 鋼桁塗装塗替え 21年

2003年(H15) 耐震補強工事 13年 橋脚RC巻立て、落防システム

　　　〃 橋脚補修 〃
陸上橋脚、ひびわれ注入（亜硝酸
リチウム先行注入）、表面被覆

　　　〃 横桁補修 〃 ひびわれ注入、表面被覆

　　　〃 伸縮装置取替え 〃 PC橋区間

　　　〃 橋面漏水対策 〃 PC橋区間

表-1 補修履歴 

写真-1 ASR が生じている陸上部の橋脚 

写真-2 橋梁全景 

図-1 全体側面図 

P1A1 P2 P3 P4 P5 P6 P7 P8 P9 P10 P11 P12 P13 P14 P15 P17P16 P18 A2

300

橋長　627150
48600

48000

M

4@21000=84000

20300

35

350
365

F

20300350
350

12000

11500

M

250

F F M

20300350
250

20300

FM

350
350

FM

350
350

48600

48000

48600

48000

32965

32200

F M F

300400

150

300

FM

150

300 48000

48600

M F

150

300300

48600

H.W.L (H.P 4.127)

48000

FM

150

300300

MM

150

300 20300

3@21000=63000

48000

4860048600

48000

F M

300

150

300

F M

300

150

300 48000

48600

300

MF

300

150 32965

32200

F M

150

400300

F M

365

35

350

12000

11500
250

20300 350

MF

350
350

MF F F

20300
350

350

M

245

2.0％放物線勾配 2.0％放物線勾配

起点側陸上橋脚 終点側陸上橋脚河川内橋脚

起点側ＰＣ橋 終点側ＰＣ橋鋼　橋

１．は じ め に 

２．橋梁の概要 

３．補修履歴 
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陸上橋脚の損傷状況を図-2に示す。橋脚全体には著しいひびわれが生じており、ひびわれ幅も0.2～1.0mm

と大きい。不規則な亀甲状のひびわれはASRの特徴的な形状を示している。また、梁の先端部では最大7.0mm

のひびわれが生じており、ひびわれ箇所のコンクリートは浮いた状態となっている。このような橋脚のひびわ

れは、橋脚18基中、陸上部の橋脚9基で同様に発生している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

橋脚の補修設計に際し、各種コンクリート試験

を実施した。試験内容と試験結果の概要を表-2に

示す。圧縮強度は基準値以上を確認したものの、

静弾性係数は理論値に対して大きく下回り、損傷

原因がASRであることを裏付ける結果となった。残

存膨張量は閾値を上回り、建設後35年が経過して

いるが、今後も膨張が進む恐れがあることが判明

した。また、冬季の凍結防止剤の散布による塩分

の影響は認められなかった。 

 

 

梁先端部では鉄筋破断が疑われる、最大7.0mmに及ぶ連続的なひびわれが生じていたため、はつり調査によ

る鉄筋の状況確認を行った。調査の結果、梁先端の下部で鉄筋の破断が確認された。また、はつり直後のコン

クリート表面は湿った状態となっており水を含んでいた。これはコンクリート内部に侵入した水が表面被覆に

より内部に閉じ込められた状態であったと推察される。 
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4150 4150

4500
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0.7

1.0

A7-1
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ひびわれ
0.2㎜以上0.5㎜未満

0.5㎜以上

写真-3 梁側面部のひびわれ 写真-4 梁先端部のひびわれ 

(最大ひびわれ幅：7.0mm) 
図-2 橋脚の損傷状況 

試験内容 判定 試験結果

圧縮強度試験 OK すべての測定箇所で設計基準強度以上を確認

静弾性試験 OUT
静弾性係数は理論値の20～40％まで
低下している

中性化試験 OK
中性化残りは30mm以上であり、
鋼材の腐食性はない

塩化物含有量試験 OK 鉄筋位置での腐食発生限界値以下である。

残存膨張量試験 OUT
8試料中7試料で閾値を上回り、今後もASRによる
膨張の恐れがある

表-2 コンクリート試験の概要 

写真-5 鉄筋の状況 

（梁下面鉄筋のフック部 3本中 2 本が破断） 

写真-6 はつり直後のコンクリート表面 

（骨材からゲルらしき析出物が染み出している） 

（コンクリートが湿っており、水を含んでいる） 

４．橋脚の損傷状況 

５．コンクリート試験 

６．はつり調査による鉄筋の状況確認 
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これまでの調査によって得られた結果を基に、橋脚の耐荷力に対する評価を行った。 

1）鉄筋破断に対する評価 

今回破断が確認された鉄筋を図-3に示す。破断した鉄筋 

は梁下面鉄筋（D25）のフック部であり、圧縮側鉄筋であるこ

とから梁の耐荷力の低下にはつながらない。また、耐荷力の

低下に直結する梁の主鉄筋及びスターラップには破断が生じ

ていない。このことから今回の鉄筋破断による梁の耐荷力低

下はないものと判断した。 

2）静弾性係数の低下に対する評価 

試験の結果、静弾性係数の低下が確認されている。しか       

し、ASRが生じた鉄筋コンクリート供試体による載荷試験報告

では、鉄筋が健全であればASRによる膨張を鉄筋が拘束し、内

部に圧縮応力が作用するため、部材としての耐力低下は生じな

いとされている。本橋の鉄筋破断は圧縮鉄筋のフック部のみで

あり、内部コンクリートは既設鉄筋で拘束されている。さらに、

圧縮強度は設計基準強度以上の値が得られていることから、部

材としての耐荷力低下はないと判断した。 

 

 

前述の通り、はつり調査の結果、橋脚梁部には鉄筋破断を伴うASRによる損傷が生じていたが、フーチング

も橋脚梁部と同様のASR発生条件（水・反応性骨材・アルカリの３条件）を備えている。また、北陸地方では

実際にASRによりフーチングの鉄筋破断が確認された事例もある。そこで、試掘調査を実施しフーチングの損

傷状況を確認した。調査の結果、フーチングのコンクリートには鉄筋破断どころかASRらしきひびわれ等の損

傷はまったく見られなかった。（写真-7,8） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 橋脚配筋図と破断箇所 

鉄筋破断が懸念された箇所 

写真-7 試掘後のフーチング全景 

写真-8 フーチング側面 

（コンクリートのひびわれ等は発生していない） 
図-4 フーチング配筋図 

７．耐荷力に対する評価 

８．フーチングの試掘調査 
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 橋脚柱部にはH15年（13年前）にＲＣ巻立てによる耐震補強工事が行われているが、現況の巻立てコンクリ

ートには亀甲状の著しいひびわれが生じている（写真-9）。過去の補修記録から、橋脚柱部には梁部に実施さ

れたひびわれ注入（亜硝酸リチウム先行注入）が行われていないことから、当時の柱コンクリートにはASRに

よる損傷は発生していなかったか、軽微な状態であったことが伺える。以上より、現在発生しているひびわれ

は、ＲＣ巻立による「水・アルカリの供給、水和熱による温度上昇」が原因で既設コンクリートのASRが助長

されたことによって生じたものと推察される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ASRに対する補修対策は、今後の進行性、維持管理シナリオ（部材の重要度、再劣化のリスク）を考慮し、

図-5に示すASR対策選定フローにより最も対策レベルの高い「ASRリチウム工法(NETIS：KK-010026-A)」を採用

した。また、リハビリシリンダー工法とASRリチウム工法の対策比較表を表-3に示す。なお、橋脚柱部はＲＣ

巻立てによる一時的な損傷の進行であるとして、従来のひびわれ注入により経過観察するものとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-9 ＲＣ巻立て部のひびわれ状況（ひびわれ最大幅 1.0mm） 

図-5 ASR 対策選定フロー 

９．橋脚柱部の損傷 

１０．対策工の検討 
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【ASRリチウム工法を選定した理由】 

・13年前にリハビリシリンダー工法と同レベルの対策を実施したにもかかわらず再劣化が生じている。 

・供用後35年が経過しているにもかかわらず、未だに残存膨張量が残っている。 

・今後の進行により構造上重要な部位の鉄筋破断に至った場合、大規模な補強が必要となる。 

・コンクリート内部が湿潤な状態となっており、劣化因子である水分の排除を確実に行うことが困難である。 

・緊急輸送道路としての重要度が高い。 

・橋梁の架け替えが極めて困難である。 

 

 

 前述の通り、本橋の橋脚梁部は過去（13年前）にASR対策が実施されていたにもかかわらず、大きな再劣化

が生じた。当時の補修工事の内容と現況の状態から、再劣化の理由として下記の事項が挙げられる。 

 ・13年前の亜硝酸リチウム水溶液は濃度が25％であった。（現在は40％濃度まで生産が可能） 

 ・当時は高圧注入の技術が開発されておらず、リハビリシリンダーしか対策工がなかった。 

  （ひびわれ深さの範囲までしか亜硝酸リチウムによる対策が実施されていない） 

 ・桁端部からの漏水を防止するために取替えた伸縮装置の止水効果が早期に失われた。 

 ・水の供給を遮断する対策として行った表面被覆工（塗膜系の表面保護塗装を施工）は、内部の水分を閉じ

込めることとなり、ASRの進行を助長させる結果となった。 

表-3 対策工法比較表 

１１．過去の ASR対策の妥当性 

9
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1）損傷橋脚の分布と環境条件の整理 

 本橋のASR損傷が生じた橋脚の分布状況を図-6に示す。橋脚全18基のうち、起終点の陸上部にある橋脚はASR

による損傷が生じているが、河川内に設置されている橋脚ではASRによる損傷が一切発生していない。施工当

時のコンクリートに関する資料は現存しておらず、聞き取り等により明らかとなった事項、時代背景・現場条

件より推察される事項を以下に示す。 

【聞き取り等により明らかとなった事項】 

 ・建設当時、架橋位置である島根県出雲市、平田町のいずれも出雲市古志町にある採石場から採取される砕

石が使われていた。岩種は安山岩である。 

 ・橋脚は左岸平田町、右岸出雲市のそれぞれ別の建設会社、生コン工場により施工されている。 

 ・橋脚は昭和56年頃、複数年（3～4年？）に分けて施工されているものの、時代としては同じである。 

  （いずれも昭和61年総プロ規制前） 

【時代背景・現場条件より推察される事項】 

 ・コンクリートの配合は概ね同じと考えられるため、アルカリ量はすべて同等と思われる。 

 ・河川内橋脚の鋼橋に設置されている伸縮装置（鋼製フィンガー）は止水装置がなく、雨水が直接梁にかか

る状態であり、ASR発生要因である水の供給はすべて同じ状況にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

2）ASR発生に対する疑問点 

  ・河川内橋脚にASRが発生しなかったのは何故か？ 

    → 原因は骨材にあると考えられるが、骨材の採取元は同じである。同じ採石場から採取される骨材

でも反応するもの、しないものがあるのか？ 

  ・フーチングのコンクリートは何故損傷がなかったのか？ 

    → 原因としては、「骨材が無害であった」、「温度環境がASR発生に影響を与えた」などが考えら

れる。筆者は橋脚梁部も先端部で損傷が顕著であったことから、フーチングが無害だった原因と

して、温度環境がASRの損傷進行に大きく影響しているのではないかと推察している。 

 これらの「不思議」を解明するために、アルカリ量試験、骨材の岩石学的試験を実施したかったが、補修設

計を行う上では必要性が低いということから、業務の中で実施することはできなかった。今後機会があればぜ

ひ試験を行い、その謎を解明したいと考えている。 

 

 

本事例では、再劣化が生じたASR橋脚の補修設計を行った。今回は幸い大規模な補強を要する前の段階で損

傷の進行を食い止めることができたと考えている。しかし、ASR対策は歴史が浅く、現在も技術開発・研究が

進められている。また、実際の構造物に生じる損傷には不可解な現象も多い。構造物の長寿命化が求められる

現在、我々設計者はASRに関する最新技術の動向や知見をしっかりと取り入れ、より適切な設計を行うととも

に、一層の創意・工夫が必要と考える。 

図-6 損傷橋脚の分布 
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１２．ASRの不思議 

１３．終 わ り に 
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膨張量測定
供試体

破断面観察
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図 1 CFモルタルの膨張挙動 
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二重着色法（ゲルステイン法）によるASRの判定および進行程度の推定 

福井 （株）M・T技研 ○嶋瀬 敬祐 

福井 （株）M・T技研  山川 博樹 

金沢大学名誉教授 フェロ－会員  川村 満紀 

１．はじめに 

コンクリートコア中のアルカリシリカ反応によって生じたゲル（以下ASRゲル）の確認は、目視によってコ

ンクリートコアの表面や内部に存在する白色又は透明のゲル状物質を含む試料を採取し、SEM-EDX分析から

得られるその物質の化学組成から判定するのが一般的である。この方法では走査型電子顕微鏡が必要であり、

またその結果は試料採取位置によって左右され、経験と専門知識を有した者が行わなければ誤った結果を導き

かねない。そこで、目視によって簡易にASRゲルを確認する手法として、Guthrieらは二重着色法1）（以下ゲル

ステイン法）を提唱した。この方法では、二種類の試薬をコンクリートコアに塗布し、カリウムを豊富に含む

ASRゲルは黄色に、カルシウムを豊富に含むASRゲルはピンクに着色することを利用して、ASRゲルの有無お

よびカルシウム量の多少を確認できる。本論文は、このゲルステイン法のコンクリートのASR劣化簡易判定試

験法としての有効性を検証するとともに、その着色状況からASRの進行程度の概略が推定できる可能性を検討

することを目的としたものである。なお本稿の写真は(株)M・T技研のHPにカラーで掲載致します。 

２．実験概要 

本実験において用いた反応性骨材は焼成フリント（以下CF）である。反応性骨材含有モルタル供試体（φ

50×100mm）の破断面におけるASRゲルの着色状況とモルタルの膨張過程の関係を追跡するために、JIS A1146

「骨材のアルカリシリカ反応性 試験方法（モルタルバー法）」に準じ、膨張量を測定すると同時に、供試体

の破断面にゲルステイン法を適用した。破断面内の着色状況の観察はデジタルマイクロスコープ（5倍～50倍）

を用いて行なった。なお本試験では、NaOHとKOHによってアルカリ量の調整を行った（表１）。またASRが

発生していると思われる実際の構造物から採取したコアを用いて、ゲルステイン法の有用性を検討した。 

表1 試験体の種類等について 

３．結果および考察 

(1)モルタルの膨張挙動と着色

図-1はCFモルタルの膨張曲線を示したものである。この図より、

NaOH添加供試体、KOH添加供試体ともに、材齢3日から膨張が顕著に

増大し、15日以降は収束する傾向を示すことが分かる。 

写真１に示すように、NaOHおよびKOH添加供試体ともに、材齢3日

において骨材粒子中のひび割れの一部に黄色の着色が認められた。その

後、材齢とともに黄色に着色した部分の面積は大きくなった。また材齢

9日からいくつかの骨材粒子においてピンクに着色した部分が認められ、

材齢15日ではほとんどの骨材粒子がピンクに着色した。骨材内のひび割

れに黄色の着色が見られる材齢3日頃から、モルタルの膨張が開始し、さ 

キーワード：検査技術・診断，技術開発，アルカリシリカ反応

連絡先：福井県鯖江市二丁掛町7-6 TEL：0778-62-7220 FAX：0778-62-7221 
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写真 1 CFモルタルの着色状況 

（左上：NaOH添加試料材齢 3日、右上：NaOH

添加試料材齢 15日、左下：KOH添加試料材

齢 3日、右下：KOH添加試料材齢 15日） 

写真2 実際の構造物

から採取したコンク

リートコアの例

料の着色状況

らに材齢の進行とともに徐々に黄色に着色する骨材粒子は多

くなり、大半の骨材粒子やセメントペースト中の気泡内のゲ

ルに明瞭な黄色の着色が見られるようになった。さらに、膨

張が収束する材齢15日においては、大半の骨材粒子がピンク

に着色した。 

(2) ASR劣化構造物からのコンクリートコアの着色

ASRを生じていると思われる実際の構造物より採取したコ

アのなかで、特徴的な着色を示した2例を取り上げる。1つは

粗骨材粒子に近い部分は黄色に着色し、その周辺にある程度

の広がりをもった黄色または明瞭なピンクの着色域があるも

の（写真2上）、もう1つの例は粗骨材粒子の周縁は黄色に着

色し、中心部にピンクの着色域があるもの（写真2下）である。

これら2例に共通する特徴は、広範囲にわたって濃淡様々のピ

ンクの着色域が見られたことである。

前者については、吸水により粘性が低下したASRゲルが骨材から周囲のモルタル部

分に流出し、移動する過程でカルシウムを取り込んでいったということが着色状況か

ら推察できる。また後者の例における着色状況からは、粗骨材粒子の周囲に広がった

ASRゲルを通じて、骨材内部のASRゲル中にカルシウムが浸入したと推察される。こ

の結果は、一般に言われているように、骨材内部で生成されるゲルに、時間とともに

外部よりカルシウムが浸入するという実験結果とも矛盾しない。なお、両者の共通の

特徴である広範囲のピンクの着色域については、コンクリートコアを採取したいずれ

の構造物も建設後相当年数（約30年）を経ていることから、ASRゲルの粘性が低下し

て、ゲルが生成位置から広範囲に移動したこと示していると推察できる。 

前述のモルタルの着色状況と膨張挙動との関係を考慮にいれると、これらのコンク

リートコア断面の着色状況から、これらのコンクリートコアを採取した構造物の膨張

は終局段階に達しているか、またはそれに近い段階にあると予測される。 

４．まとめ 

 ゲルステイン法を適用したモルタルおよびコンクリートコアにおける着色および膨張試験から以下に示す

結果が得られた。 

（1）ゲルステイン法を我が国のASR劣化コンクリートに有効に適用できる。さらにデジタルマイクロスコー

プを用いると、細骨材粒子にASR反応が生じている場合のように肉眼では着色の確認が困難なものにおい

てもASRゲルの発生箇所、広がり状況およびカルシウムの存在の有無を容易に、かつ詳細に観察すること

が可能である。 

（2）CFモルタルを用いた膨張試験から、ASRゲルの生成から膨張開始、活発な膨張期間、その後膨張が収束

に至る過程と着色状況の関連性が示された。 

（3）本方法をASRが生じている実際の構造物から採取したコアに適用した結果から、構造物におけるASRの

進行程度の概略が把握できることが確認された。 

参考文献 

1） George D. Guthrie, Jr. and J. William Carey: A Simple Environmentally Friendly, and Chemically Specific

Method for the Identification and Evaluation of the Alkali-Silica Reaction, Cem. & Concr. Res., Vol.27, No.9. 

pp.1407-1417, 1997.   
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高知県における土木構造物の長寿命化事例 

 

高知     高知県河川課 ○堤 貴司 

高知 高知県高知土木事務所 宮地 稚奈 

 

 

１．はじめに 

 笹子トンネル天井板崩落事故や木曽川大橋トラス斜材損傷事故等を契機とし、筆者も含め維持管理ついて切

迫した不安を感じる技術者は多い。特に平成26年4月に社会資本整備審議会道路部会より「今すぐ本格的なメ

ンテナンスに舵を切れ」と緊急かつ逼迫した提言がなされたことにより維持管理の重要性を地方自治体の施設

管理者も認識させられ、本格的かつ積極的な維持管理の時代に突入した。高知県においても、県道において鋼

部材の損傷によって通行止めを余儀なくされる事象が生じるなど、日々インフラ維持管理の責任を感じつつ、

一方で地方の慢性的課題でもある予算的制約と向き合っている実情がある。 

本論文では、特にそれら背景を踏まえた上で、現在の高知県における維持管理の取組みについて、筆者が関

与した橋梁・ダムに焦点を当てて取り組みを紹介する。地方自治体の財政的な制約の中で重要構造物を選択し

維持管理系事業の効果最大化を図り、また耐震対策等地域の抱える独自の重要課題について集中的に投資して

いる点に着目し事例を取上げている。 

２．浦戸大橋補修・耐震工事 

浦戸大橋は、高知市種崎~長浜を結ぶ特殊橋梁と取付橋梁を合わせた全長915.6mの橋梁である。県道春野赤

岡線として供用されており、当該路線は高知市と南国市、土佐市の周辺主要市町村を結ぶ路線であり、かつ県

の緊急輸送道路に指定されている、経済・防災の上で県内有数の重要路線の1つである。浦戸大橋の完成は昭

和47年であり、平成28年時点で供用開始後44年経過している。 

 

 

 

 

 

 

重要路線でありかつ、海洋環境という維持管理上厳しい立地条件にあることから、平成21年度より劣化調査

を開始した。ドローン等調査機材が現在ほど普及していない当時に画期的なリモコンヘリによる近接目視やサ

ーモグラフィーによるコンクリートの浮き・剥離状況調査を行っている。結果、海洋環境下にある橋梁という

こともあり、鉄筋の腐食やひび割れ等の劣化が多数発見されている。また、コア採取、塩分含有量試験、中性

化試験等も実施しており、一部複合劣化等みられるものの、基準値以下であることを確認している。 

 

 

 

 

 

 

キーワード：リニューアル（維持管理・補修・補強・更新） 

連絡先：高知県高知市丸ノ内1-2-20 TEL：088-823-9843 FAX：088-823-9129 

図-2 浦戸大橋側面全景 図-1 浦戸大橋平面写真 

種崎 

長浜 

至 高知市街 

種崎 長浜 

図-3 サーモグラフィーによる調査結果 

ひび割れ、浮きを確認 

ひび割れ、鉄筋露出を確認 
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図-4 確認された劣化状況写真 

また、平成22年~23年度にかけて耐震補強検討を開始した。高知県の橋梁耐震化方針は、ステップ１（最優

先）として、「緊急輸送路」について優先的に行うこととしており、浦戸大橋はその中で最初に着手した高知

県橋梁耐震化におけるパイロット的事業といえる。耐震対策は、旧耐震基準で設計されたことを踏まえ現行基

準を満足するよう、落橋防止装置、変位制限装置を設置するとともに、動的解析を行った。その結果橋脚・桁

においてせん断耐力が不足するという結果が得られ、橋脚のRC巻立、桁全体に炭素繊維補強を行っている。 

通常、耐震と維持管理の事業は区分されて実施することも多い。浦戸大橋では上記「補修（長寿命化対策）」

「耐震補強」を同一工事で実施し、足場工、交通誘導員等の経費の2重化を防止し経済的に橋梁補修・耐震工

事を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 耐震補強状況 

３．ダムの維持管理に関する取り組み 

（１）県管理ダムの概要 

 高知県の管理するダムは、県内に6基ある。ゲート操作を伴わないダム（一定以上の水位のときは自然越流

となるダム、管理は比較的容易）が3基、ゲート操作を伴うダムが3基である。経過年数は永瀬ダム59年、続い

て鏡ダムの49年であり、いずれも完成後50年程度経過しコンクリート構造物として老朽化が進行していると推

定される。ダム高は永瀬ダム87mが1位、下流市町村の状況は、永瀬ダムは南国市等県東部主要市街地を抱え

ており、鏡ダムは県庁所在地である高知市を抱えている。これら状況を踏まえ、維持管理や耐震に関する取組

みは永瀬ダム、鏡ダムについて重点的かつ先行させて実施している。 

 

 

 

 

 

図-5 県管理ダム（左から永瀬ダム、鏡ダム、桐見ダム、坂本ダム） 

炭素繊維補強（施工完了後） 

RC巻立工（鉄筋建込完了後） 

14



JCD 第 4 回業務発表会 

 

（２）ダム総合点検 

ダムの維持管理は、ダム完成より日常的に実施する「日常点検」、3年に一度程度実施する「定期検査」、

地震・洪水前後の「異常時の点検」によって調査・点検を行い、必要に応じ補修等処置を行っていた。長期的・

計画的な施設管理は、各施設管理者の取組意識や予算状況で差異が生じる状況にあったといえる。 

平成25年度に「ダム総合点検実施要領・同解説（国土交通省水管理・国土保全局河川環境課）」（以下要領）

が制定され、総合的かつ中長期的視点での点検・計画立案が明文化された。ダム総合点検では、ダムの日常点

検記録や洪水記録等管理資料の整理、「堤体」「機械設備」「電気通信設備」等のパーツごとに調査・評価を

行い、それらを維持管理計画にとりまとめる、人間に例えると「ドック」検診に位置づけられるものである。

最大の利点は、維持管理計画の作成によって、現在までの事後保全型維持管理から、計画的かつ経済的な最適

化した維持管理へと方針転換を行うことである（ダムの場合構造物規模や部材の重要度から、事後保全で対応

するほうが効率的な場合も往々にしてありえるため、経済性を指標に維持管理を最適化することが重要と考え

ている）。本来竣工後30年を目安に取り組むと定められているが、早期着手による経済的効果の最大化を目指

すため、高知県では全てのダムで取り組みを進めているところである。現在全6基で調査に着手しており、本

体構造物調査について本年度全ダム完了予定、平成29年までに機械設備、電気通信設備、その他施設（法面・

管理道等）の調査を完了し維持管理計画の策定を目指している。 

（３）点検結果概要 

 ダム総合点検によって、県内管理ダムのコンクリートの劣化について以下の4つを取り上げる。既に調査の

完了したダムにおいて損傷状況に差異はあるものの共通して発生しているコンクリートの劣化であり、全国的

にもダムのコンクリートに生じる極めてオーソドックスな劣化であると考えている。調査結果より、地域性を

反映した劣化は特に生じておらず、また全般的な劣化損傷程度は相対評価ではあるものの、永瀬ダム・鏡ダム

の50年近い年数が経過したダムも含め比較的健全と考えている。 

① 監査廊内のコンクリートの劣化 

ダム堤体内部に管理用に設置される監査廊は、ひび割れからのエフロ・錆汁の析出が散見される。劣

化程度の差異はあるものの全ダムで発生している。要因は年間を通じ高湿度の環境で日常的に水分が供

給される環境下であることが最大の要因である。ダムの監査廊で生じる標準的な劣化であり、全国的に

は析出したエフロによって鍾乳洞の様相を呈しているダムもある。 

 

 

 

 

 

 

図-6 監査廊内のエフロ・錆汁の析出（左：永瀬ダム 右：鎌井谷ダム） 

② 副堤、減勢工のコンクリートの摩耗 

ダム直下流で放流水を減勢させ安全に河道に流すための減勢工や副堤は、高流速の流水の影響を受け

表面の摩耗、骨材の露出が散見される。 

 

 

 

 

 

図-7 永瀬ダム副堤表面の摩耗状況 
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③ 堤体本体のひび割れ、漏水 

 ダム本体について、画像撮影や目視（ロープワーク等による調査）によって調査を行っている。上流

側堤体は、貯水されているため水面以下の直接的な調査は不可能であったが、下流側堤体の調査と漏水

量、揚圧力データの整理によって堤体の治水機能を評価している。下流側堤体の調査より全ダムでひび

割れ、漏水等変状が生じていたが、早期の補修が必要となるような大規模な劣化を現時点で発見されて

おらず、健全~経過観察の範囲と考えている。なお、堤体の劣化状況は今後の維持管理を考慮しクラッ

クマップ等にとりまとめ、劣化進行をモニタリングしていく。 

 

 

 

 

 

 

図-8 堤体に生じた劣化（左2枚：鏡ダム 右2枚：永瀬ダム） 

 

④ 高欄、門柱等 

高欄や門柱等の部材に亀甲状・網目状のひび割れが生じるケースが多い。ひび割れパターン等からア

ルカリ骨材に代表される骨材起因の劣化や、凍害による劣化が懸念されており、永瀬ダムでは原因推定

に向けた詳細調査を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

図-9 門柱に生じたひび割れ（永瀬ダム） 

なお、各ダムにおいて経過年数や規模、ゲートの有無等を総合的に判断し、外壁コンクリートのコア採取・

シュミットハンマーによるコンクリート強度の調査を実施している。現時点の結果として設計基準強度を下回

るような強度は計測されておらず、中性化の進行も50年基準で鉄筋位置まで到達していないことを確認してい

る。 

 

 （４）詳細調査ついて 

（３）で例示したダムに生じるコンクリートの劣化（＝老朽化）現象は、例示したもの以外にも多岐にわた

って生じている。他のインフラと同様に限られた予算の中で維持管理に取り組んでいくために、劣化・損傷へ

の対応策（補修工事等）は部位の機能と重要度によって重み付けを行うことが必要である。要領においても各

部材ごとに管理レベルを３段階に設定することが定められており、「貯水機能」「洪水調節機能」に関する部

材については最も厳しいレベルでの管理が求められている。それらを踏まえ、現時点で前述2機能に影響を及

ぼす劣化については優先的な補修を念頭に詳細調査を行っている。 
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詳細調査例として、永瀬ダムゲート基礎埋設部に発生しているひび割れについて、衝撃弾性波探査を行った

事例を紹介する。調査結果から、堤体埋設部に生じたひび割れは、逆面まで貫通していることが判明した（図

-11参照）。ひび割れは現時点でエフロによって閉塞されていると推定されているが、従前の応力伝達が行わ

れているとは考えにくい。 

そこで、ひび割れと配筋（図-12）の位置関係より、ひび割れ発生位置は配筋密度の変化点に発生している

ことが判明しているため、相対的な強度の相違と自重・ゲート操作時の荷重が施工時より50年程度継続して作

用し続けた経年的応力によって生じたひび割れと推定している。安全性については、ひび割れは貫通している

ものの埋設金具の上部でありピアのせん断破壊につながる可能性は低いため、緊急性は低いと考えている。た

だしひび割れが下部に進展した場合、金具の腐食等に直結するため今後重点的な経過観察が必要と結論付けた。 

図-10 永瀬ダムゲート基礎埋設部のひび割れ状況 

図-11 衝撃弾性波探査 概要・実施状況写真 

図-12 埋設金物と配筋・ひび割れ位置図 

ひび割れが深部まで到達 
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４．ダムの耐震性能照査について 

 浦戸大橋工事も踏まえ、構造物の長寿命化の中に耐震対策を組込み、工事等の効率化を図ることが経済性か

ら有効と考えている。そのため、現時点では別事業として動いている高知県で取組むダム耐震対策について紹

介する。県管理ダムの耐震性能は、南海トラフ巨大地震への対策として、東日本大震災での藤沼ダム決壊事故

等も踏まえて取組んでいるものである。 

 ダムの耐震性能照査は、「大規模地震に対するダム耐震性能照査指針（案）・同解説」に準拠しつつ、東北

地方太平洋沖地震の新たな知見を踏まえ、また学識経験者からも助言や評価を頂きながら実施している。具体

には①ダムに作用する地震動の設定、②ダム本体の動的解析、損傷状況の評価、③関連構造物の照査、という

流れで行う。平成24年度より、重要度の高い永瀬ダム、鏡ダムについて①、②によってダム本体の耐震性能照

査を行い、安全を確認している。 

①について永瀬・鏡ダムの地震動は、周辺の活断層や海溝型地震について文献調査等を行い、南海トラフ巨

大地震（マグニチュード9.0）を設定し、震源からダムまでの距離と伝播する地盤等を考慮してダム地点の地

震動を決定した。決定した地震動に対し、②としてモデル化したダム堤体を用いて動的照査を行い、両ダムと

も上流側下部の一部でひび割れが生じるものの漏水等は生じず、貯水機能は維持されることを確認している。 

図-13 耐震解析模式図         図-14 耐震性能照査結果（左：永瀬 右 鏡ダム） 

今後、永瀬・鏡ダムについては関連構造物について照査を行い、耐震補強の必要性やその詳細について検討

を行う予定であり、残る４ダムについても今後予算状況を鑑みつつも、積極的に耐震性能の確認を行っていく

予定である。 

５．おわりに 

本稿にて高知県で重点的に取り組んでいる重要コンクリート構造物の長寿命化対策事業を２つ紹介した。 

構造物の維持管理や長寿命化対策は、冒頭で記載したとおり施設管理者として避けられない喫緊の課題であ

り、今後も継続的・積極的に事業を推進する必要がある。特に本稿で取上げたダムは、今後作成した計画や照

査結果から、必要に応じた対策工事を実施する段階に移行していくことから、今まで以上のスピード感を持っ

て、官民一体となって取り組んでいく必要があると考えている。 

末尾になったが、本稿作成にあたり資料提供頂いた関係機関の皆様に御礼申し上げる。本稿が同様の課題に

取組む施設管理者や民間企業の方々の一助になれば幸いである。 

堤体下面にひび割れが発生するものの、漏水は生じないことを確認 
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                                                             JCD 第 4 回業務体験発表会 

 

アルカリ骨材反応で損傷を受けた橋梁の紹介 

 

鳥取 西谷技術コンサルタント株式会社 三嶋 弘彰 

 

 1.はじめに 

   今回紹介する橋梁は、昭和51年11月（1976年）に架設された4径間の道路橋で、竣工から40年経過して 

いる。当該橋梁に関しては、平成21年度の「橋梁定期点検」で下部工に損傷度「V」が確認されたため 

橋梁の補修詳細設計が発注された経緯がある。ちなみに平成21年度の「橋梁定期点検」で竣工後35年が経 

過していた。 

 当該橋梁で詳細変状調査および補修設計を行った後、補修工事の際に下部工のフーチング部分までコン 

クリート面を露出させて補修工事を行った。その際に、通常変状が確認しにくい水面下および土中部の下 

部工橋脚柱部やフーチング部分の変状が確認できたため、一事例として紹介する。 

 

 

 2.橋梁の緒元 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キーワード：アルカリ骨材反応 

連絡先：鳥取県倉吉市八屋354-1 TEL：0858-26-2411 FAX：0858-26-5537 

竣工年月日 昭和51年11月 

径 間 数 4径間 

橋 長 105.1ｍ 

有効幅員  6.0ｍ 

上部工形式 ＰＣ単純Ｔ桁 

下部工形式 逆Ｔ式橋台、張出式橋脚 
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3.詳細変状調査の結果

   「橋梁定期点検」における損傷度「V」とは、幅：大、密度：蜜の状態であり「損傷が大きいため、対 

策検討する必要がある。」と評価されているものである。 

当該橋梁下部工において、橋梁点検車等使用しチョーキングを行った結果以下のようになった。 

ちなみに、チョーキングの色は、赤：幅1.0mm以上、白：幅0.2～1.0mm、黄：幅0.2mm未満である。 

なお、当該報告は河川内にある代表的なＰ2橋脚にて行う。 

P2橋脚 柱部分のひび割れ発生状況（右岸側） 

P2橋脚 柱部分のひび割れ発生状況（左岸側） 
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P2橋脚 梁部分のひび割れ発生状況（下流側）   P2橋脚 梁部分のひび割れ発生状況（右岸側） 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P2橋脚（全景） 

 

   上記損傷をひび割れ展開図として図化したものを次ページに示す。 
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3.1 ひび割れ延長の推定に関して 

水中にあり、確認出来ない部分のひび割れ延長の推定を行った。推定は同じ部材である橋脚の気中部分 

のひび割れ密度を算出し、それを水中部分の柱部分の面積に適応させた。 

  P2橋脚 柱部分 

橋脚の高さは、竣工図より5.0mと想定し、計算を行った。 
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3.2 ひび割れ延長の比較（起工測量時） 

   調査時と起工測量時のひび割れ延長の比較を行う。なお、起工測量時は高圧洗浄による水洗いを行った 

のち調査を行っている。また、調査時は0.2mm未満のひび割れまで確認しているが、起工測量時は、注入 

対象となる0.2mm以上のひび割れしか確認していない。 
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ここで、起工測量でのひび割れ発生状態を紹介する。 

梁 部 分 

気中 

水中 
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フーチング部分のひび割れ発生状態を紹介する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               Ｐ２橋脚（Ｐ３側）柱下及びフーチングの状況 
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3.3 ひび割れ延長の計測結果 

Ｐ２橋脚に関して、調査時と起工測量時のひび割れ調査の結果をまとめると以下のようになった。 

1）梁部分

調査時での、幅0.2mm以上のひび割れ延長：65.3ｍ（ひび割れ密度：2.72m/m2）

 幅0.2mm未満も含めたひび割れ延長：140.1ｍ（ひび割れ密度：5.84m/m2） 

起工測量時の、幅0.2mm以上のひび割れ延長：185.4ｍ（ひび割れ密度：7.73m/m2） 

2）柱部分（気中部分）

調査時での、幅0.2mm以上のひび割れ延長：41.8ｍ（ひび割れ密度：2.11m/m2）

 幅0.2mm未満も含めたひび割れ延長：78.6ｍ（ひび割れ密度：3.97m/m2） 

起工測量時の、幅0.2mm以上のひび割れ延長：132.25ｍ（ひび割れ密度：6.68m/m2） 

3）柱部分（水中部分）

調査時での、幅0.2mm以上のひび割れ推定延長：27.9ｍ（ひび割れ密度：2.11m/m2）

 幅0.2mm未満も含めたひび割れ推定延長：52.4ｍ（ひび割れ密度：3.97m/m2） 

起工測量時の、幅0.2mm以上のひび割れ延長：54.0ｍ（ひび割れ密度：4.09m/m2） 

4）フーチング部分（水中部分）

起工測量時の、幅0.2mm以上のひび割れ延長：96.62ｍ（ひび割れ密度：3.63m/m2）

   梁部分および柱部分（気中）のひび割れに関しては、調査時の0.2mm未満のひび割れや見落としていた 

ひび割れが高圧洗浄により露わになったことによると思われる。 

 水中部分（柱の水中部、フーチング部）に関しては、起工測量時のひび割れ密度は柱、フーチングとも 

同様な数値（柱：4.09m/m2、フーチング：3.63m/m2）を示していた。また、調査時の推定ひび割れ延長 

（0.2mm未満含む）は、起工測量時のひび割れ延長と概ね同じであると思われた。（推定調査時：52.4ｍ、 

起工測量時：54.0ｍ） 

3.4 残存膨張量試験の結果 

参考までに調査時に梁部分と柱部分でコア採取を行い、残存膨張量試験を行った結果を以下に示す。 

JCI-DD2法による試験を実施した結果、13週間で梁・柱部分とも0.024％の膨張量を示した。通常、 

13週間養生し、0.05％以上の膨張量を示すものを“有害”または“潜在的有害”と判断するが、今回の試 

験結果では0.05％以上の膨張量を示さなかったため、有害ではないと判断し、アルカリ骨材反応としては 

収束傾向を示していると考えられた。 
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4 まとめ 

   アルカリ骨材反応の損傷事例は、いろいろな書物などで紹介されており、アルカリ骨材反応による構造 

物の劣化はコンクリート中に含まれる反応性骨材やセメントに加え、供用される環境条件（温度や水分） 

によって左右されること。また、一般論としても土中や水中のような温度環境が一定な場所であれば、水 

分が多く供給されていてもひび割れがほとんど存在していないといわれている。 

   今回紹介した橋脚に関しては、調査時点で「気中部分にはひび割れが多いが、水中部分や土中部分の柱 

やフーチング部分には、ひび割れがそんなに発生していないだろう」と思っており、補修の数量を算出す 

る目的で、気中部分のひび割れ密度を参考に、ひび割れ延長を推定していたが、思った以上のひび割れが 

確認された。 

   ひび割れ密度からいえば、調査時に柱部（気中部分）で確認した0.2mm未満も含めたひび割れ密度 

（3.97m/m2）と同等のひび割れ密度が水中部分（4.09m/m2）の柱およびフーチング部分（3.63m/m2） 

で確認された。また、起工測量の結果からは、梁部分(7.73m/m2)、柱部（気中部分：6.68m/m2））のひび 

割れ密度よりは少ないが、それでも水中部分の柱でひび割れ密度が4.09m/m2、フーチング部分でのひび割 

れ密度が3.63m/m2というのは、ひび割れ密度としてかなり大きいと思われた。 

   以上を踏まえて今後に提案することは 

  1）土中・水中部分の推定ひび割れ延長に関して 

    当該橋梁（橋脚）は特異な例かもしれないが、水中や土中でもかなりひび割れが発生している構造物 

が存在することが認められたため、設計にあたっては最低でも気中にある構造物のひび割れ密度を、水 

中や土中構造物に適用させ、推定ひび割れ延長を算出しないと、工事の際にひび割れ延長が２倍、３倍 

またはそれ以上に増え、ひび割れ注入だけで予算が足りなくなる恐れがある。 

  2）ひび割れ延長の算出への精度向上に関して 

    調査時に構造物全体に対しての高圧洗浄だけではなく、代表的な部分でディスクサンダー等による表 

面処理を行い、単位面積での目視、高圧洗浄時および表面処理のひび割れ延長の発生比率を算出し換算 

することも、ひび割れ延長算出の精度を上げる観点からも重要であり、今後のひび割れ調査において提 

案していきたいと思うところです。 

 

 

5 おわりに 

   実構造物に発生しているアルカリ骨材反応による劣化に関しては、まだ不明な点も多いため、今後の研 

究の参考に紹介させていただいた事例ですが、調査当初の着目点や調査方法など、工夫するような事柄も 

まだまだあったと思うところです。（調査時点と起工測量時でのひび割れ延長の差等） 

 そのようなことも含め、今後、コンクリート診断士として技術を持って社会貢献できるよう、いろいろ 

な事例を体験し知識を身につけていきたいと思います。 

 最後に、施工時のデータを提供して下さった補修会社の方々に、厚く御礼を申し上げます。 
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RC 構造物の火害に基づく構造体コンクリートの劣化度調査・診断および補修 

 
京滋 ㈱淺沼組 技術研究所 ○山﨑 順二 

 
１．はじめに 

鉄筋コンクリート構造体が火災により高温履歴を

受けると，570℃程度でコンクリートの表面が変色（ピ

ンク色）し，さらに，消火のための放水の影響などに

よって表面に微細なひび割れが発生する。さらに長い

時間加熱を受けると，表面が灰白色に変色すると共に

コンクリートの中性化が促進され，断面内部の鉄筋も

熱影響を受ける。その結果，表層コンクリートの品質

や耐久性だけでなく，引張強度や降伏値が低下する。 
 今回，RC 造集合住宅の一室から火災が発生し，筆

者が火害調査および診断を行った。本報は，火害の調

査・診断および補修方法の選定について，実際の火災

事例を用いて報告する。なお，本報に示す火害診断の

手法については，日本建築学会「建物の火害診断およ

び補修・補強方法指針・同解説」１）を参考に実施した。 
 
２．火害診断の概要 

標準的な火害調査，火害診断および補修計画立案ま

での手順の概略を図－１に示す。 

調査対象である火害を受けた RC 構造体については，

一次調査としての目視調査，ひび割れ調査，打音検査

およびリバウンドハンマーによる表面硬度の測定を実

施し，さらに，二次調査（詳細調査）としてのコア採

取による構造体コンクリート強度推定および中性化深

さの測定を実施した。 
火害調査の結果から，火害診断として各部材の受熱

温度を推定し，後述する火害等級（Ⅰ級～Ⅴ級）およ

び被災度（A･B･C）の判定を行った。その後，構造安

全性および耐久性の確保を目的として，所有者が想定

する予定供用期間に応じた耐久性の回復目標を設定し，

火害等級を考慮した補修計画を立案した。 

 
３．火害調査のおよび診断結果 

3.1 火災の状況 

 火災が生じた建物は，RC造 5階建ての集合住宅の一

室である。１階の住居から火災が発生し，主に同室の

居間および食堂が延焼した。コンクリートの種類は，

設計図書およびコア供試体から，砕石を使用した呼び

強度 210(kgf/cm2)の（現在の呼び強度 21 相当）普通

コンクリートであった。 
3.2 一次調査の結果および考察 

3.2.1 目視による表層コンクリートの調査 

居室内およびバルコニーにおいて，煤の付着状況や

コンクリート表面の変状について，目視にて調査を行

った。図－２に，室内壁および天井面のコンクリート

表面状況のトレース図を示す。調査結果から，台所ま

たは食堂からの出火が想定され，玄関側の洋室(1)およ

び洋室(2)には火災の影響はなく，構造体への煤の付着

はほぼ認められなかった。火災発生後からの延焼経路 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－１ RC造の火害診断の手順の概要１） 

キーワード：火害，受熱温度，リバウンドハンマー，中性化深さ，コア強度，調査・診断・補修 
連絡先：大阪府高槻市大塚町 3-24-1 TEL：072-661-1635 FAX：072-661-1730 
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としては，火炎は食堂から居間を通りバルコニー側に

流れ，フラッシュオーバーを生じたものと考えられる。 
一方，中央部の和室の天井（2 階スラブ）の下には，

居室内に天井があったために火が直接 2階の床スラブ

下面のコンクリートに当たっておらず，煤のみが付着

していた。同様に，食堂および居間においてもスラブ

下面のコンクリート表面に煤が付着していた。また写

真－１に示すように食堂の天井スラブ下面および梁下

に煤が消失し灰白色に変化している部分が認められた。 

ここで，目視検査においては，コンクリート表層部

の変色状況と煤の付着状況から，コンクリートの受熱

温度が概ね推定できる。図－２から，付着している部

位は 300℃以下の温度履歴しか受けていない部位であ

る。この部位については火害による圧縮強度の低下や

中性化の促進はほぼ生じてないと判断できる。 

一方，バルコニーと居間の間の梁および食堂の天井

スラブコンクリート下面において煤が消失して灰白色

に変化している部分については，仕上材が一部残存し

ている部位もあることから短時間であったことは想定

されるが，一時的にでもコンクリート表面が 600℃を

超える高温履歴を受けた可能性がある。このことは，

バルコニー側のアルミサッシが軟化・変形もしくは一 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真－１ 火災による亀甲状の微細ひび割れ 

 
部溶融（アルミは 400～650℃で軟化・変形）してい

る状況からも把握できる。これらの部位については，

後述する二次調査において中性化の進行状況と圧縮強

度の確認を行うこととする。 
3.2.2 打診棒による打音検査 

 室内側のコンクリート全面について，打診棒を用い

た打音検査を行った。その結果，図－３に示した赤枠

の部分の梁において，梁下面のかぶりコンクリートに

浮きが生じていることが判明した。この部位は，写真

－２に示すように，梁下面のみが 600℃以上の高温履

歴を受けていることが煤の付着状況（煤が消失してい

ること）からも推定できる。また，コンクリート表面

には，放水によりごく表層のコンクリートが急冷され 

図－２ 室内壁および天井面のコンクリート表面の状況のトレース図 
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図－３ 梁底に浮きが生じた部分 

 
 
 
 
 
 
 
写真－２ 600℃以上の高温履歴を受けた梁底の状況 

 
たことによると推察される，0.2mm 以下の微細なひび

割れが発生していた。この梁下に浮きが生じている部

分については補修の対象範 
囲とする。 
3.2.3 リバウンドハンマーによる反発度測定 
 リバウンドハンマーによる反発度を測定すること

によって表層コンクリートの健全性を非破壊試験に

て評価した。測定は，JIS A 1155:2012「コンクリート

の反発度の測定方法」に準じて行った。測定位置は，

煤が付着していない健全部を含め，図－４に示す 20
カ所（赤字●印のNo.1～No.20）とした。図の凡例に 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
図－5 リバウンドハンマーによる反発度の測定結果 

 
梁側もしくはスラブ底と記しているのは，各測定点の

打撃面を表している。 
リバウンドハンマーによる反発度の測定結果を図

－５に示す。梁側の測定点No.15 および No.16，スラ

ブ底の測定点No.13およびNo.14は火害を受けていな

いと判断される健全部である。反発度R は，JIS に従

い測定点ごとに 9回打撃した平均値を採用した。なお，

スラブ底への打撃については測定機の特性による上

向き打撃の際の補正値として平均値Rから3を減じた

値（R0＝R－3）を反発度R0とした。 
反発度 R0 は，コンクリート表面の状態によってやや

変動しているが，健全部の反発度と比較して大きな差

異はなく，表層コンクリートは，火災によって構造安

全性に影響する程度の大きな劣化や損傷は受けてい

ないと考えられる。 
ここで，リバウンドハンマーによる反発度の測定値

から，日本建築学会「コンクリート強度推定のための

非破壊検査試験方法マニュアル」に準じて圧縮強度の

推定を行う。強度推定式は，(1)式の通りとした。 

F={7.3Ro－100}×0.098 (1) 
ここに， 
F：圧縮強度推定値（N/mm2） 
Ro：反発度 
 
 リバウンドハンマーによる

圧縮強度の推定値は 32.9～
48.2N/mm2であり，設計基準

強度の210kgf/cm2(21N/mm2）

を全て上回っており，構造安

全性は確保されていると判断

できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ リバウンドハンマーによる反発度の測定位置 
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3.3 二次調査の結果および考察 

3.3.1 コア供試体による構造体強度の推定 

一次調査において実施したリバウンドハンマーに

よる反発度を測定した位置とほぼ同位置において，構

造体 10 カ所からコアを採取し，コンクリート強度の

推定を行った。 

コア採取位置は，図－４に示す青字▲印の位置とし

た。凡例に「 ”」を付してある位置のコアは，部材内

部の配筋の影響などの影響により非破壊試験の位置

と若干異なっている。採取したコアの径は，部材厚さ

と採取するコア長さに配慮し，梁および壁については

外径 φ75mm・内径 φ68.5mm，床スラブについては外

径 φ65mm・内径 φ58.4mmとした。

コア強度の測定結果を図－６に示す。図に示すコア

強度は，直径と高さの比により強度補正を行った後の

数値である。No.4”梁側，No.5 梁側および No.11 スラ

ブ底については，その他の部位よりもやや高い温度履

歴を受けている可能性がある部位から採取したコア

供試体であるが，コア強度（残存強度）は 30N/mm2

～38N/mm2の範囲であり，設計基準強度 210kgf/cm2

（約 21N/mm2）を十分に上回っていることが分かる。

また図－６には(1)式による推定強度も併記したが，

推定強度の方がやや高い傾向にある。さらに，図－７

にコア強度と推定強度の関係を示す。推定強度に対す

るコア強度は推定値の 75%程度となる可能となる可

能性がある。この関係を用いて図－５の全ての推定強

度を安全側に補正した場合でも，22.5N/mm2以上が確

保されていることになり，火災後の構造体は全ての部

位で設計基準強度を満足していることが確認できた。 

3.3.2 中性化深さの測定 

コンクリートは，500～580℃の高温環境に暴露され

ると，(2)式に示す化学反応を起こし，コンクリート中

の遊離アルカリである水酸化カルシウムが熱分解さ

れ，コンクリートが中性化する。中性化が鉄筋位置よ

りも深くまで進行すると，水と酸素の介在によって鉄

筋腐食に対する抵抗性が低下しやすくなり，耐久性の

低下に繋がる。 

Ca(OH) → CaO + H O ↑         (2) 
 そこで，強度推定用に採取したコア供試体の側面を

利用し，各部位のコンクリートの中性化深さを測定し

た。試験は JISA 1152:2011「コンクリートの中性化深

さの測定方法」に準じて行った。ただしコア側面での

図－６ コア強度の測定結果と推定強度 

図－７ コア強度と推定強度の関係 

図－８ コンクリートの中性化深さの測定結果 

測定のため，円周方向に 8 分割した点で測定し，それ

ら 8 点の平均を中性化深さとして評価した。 
構造体コンクリートの中性化深さの測定結果を図

－８に示す。No.2”梁側および No.3 梁側については，

断熱材としての発泡ポリウレタンが梁側面およびバ

ルコニーに接するスラブ下面に施工中から吹き付け

られていたため中性化は進行していない。また，高温

履歴を受けたことが想定される居間周囲の No.4”梁側，

No.5 梁側および No.11 スラブ底においてはその他の

部位とほぼ同程度の中性化深さ（28mm～33mm）で

あった。このことから，構造体コンクリートの中性化

は，今回の火害の影響によって促進作用を受けていな

いと考えられる。

ここで，「高耐久性鉄筋コンクリート造設計施工指
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針(案)・同解説」２）に基づき経年による構造体コンク

リートの中性化深さを推定する。 
中性化深さの予測式（岸谷式）を(3)式に示す。 

 = .
( . . )              (3) 

  ここに， 
t：期間(経過年数) 
C：期間 t における中性化深さ 
R：1.7（室内） 

x：水セメント比 W/C(%) 
本建物の構造体コンクリートの設計基準強度が

210kgf/cm2であることから，コンクリートの W/C は

60～65%程度と推察される。この W/C のコンクリー

トの材齢 26 年における中性化深さの推定値は概ね 32
～35mm となり，推定値は実測値と概ね一致している。 
このことから，構造体コンクリートの中性化深さは，

火害による影響を受けていないと判断できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－９ 鉄筋コンクリート造部材の火害等級判定フロー１） 

表－１ 建物の被災度の定義と判定方法１） 
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４．火害等級および被災度の判定 

火害調査の結果から，その後の補修計画を立案する

ため，火害診断としての火害等級および被災度を判定

する。図－９に示すフロー１）により，図－３に示した

表層コンクリートに浮きおよび微細なひび割れが生じ

ている梁部材については，やや過大ではあるが構造安

全性に配慮し「火害等級Ⅲ」と判定する。 
それ以外の部位については，構造耐力上の影響はな

いが高温履歴を受けた居間の天井部（スラブ下面）に

ついては若干の表面劣化が生じている可能性があるた

め，煤が付着している部位を含めて「火害等級Ⅱ」と

判定する。 

次に，表－１１）に基づき，建物の被災度を判定する。

被災度は，構造体が火災の影響を受けている部材があ

るが，軽微な補修により再使用が十分に可能と判断で

きるため，「被災度 B」と判定する。 

以上のことから，火害等級Ⅲの部材については，何

らかの補修を施すことによって建物全体の構造安全性

が確保できると考えられる。また，煤が付着している

部位など火害等級Ⅱの部位については，主として美観

性確保のための処置を施すことで十分と判断できる。 

 

５．補修計画および方法 

5.1 補修の方針 

火害調査および火害診断の結果，主として火害等級

Ⅲの梁部材についての補修を計画する。併せて，火害

等級Ⅱとしている居間のスラブ下面についても高温履

歴を受けた可能性があるため，表面処理などの補修を

計画すべきと考える。 

補修計画の立案にあたり，本建物の予定供用期間を

今後 20 年以上と設定すると，表－２により火害等級Ⅱ

またはⅢの部材については補修が必要となる。ここで，

予定供用期間とは構造体コンクリートの耐久性回復目

標と同意である。 

5.2 補修範囲の設定 

構造体コンクリートの補修範囲は，これまでの調

査・診断結果から，図－３に示した範囲の火害等級Ⅲ

と判定した(1)梁下面のかぶりコンクリートと，その梁

に付随する(2)居間および食堂側の天井スラブ下面全

面とする。 
5.3 補修工法の選定 

上記の(1)および(2)について，以下に示す方法で構造

体コンクリートの補修を行うこととした。 
(1) 梁下面に浮きが生じている部位については，かぶ

りコンクリートを鉄筋に傷をつけないように注意

しながらはつり取り，耐火性を有する樹脂モルタル

により断面修復を行う。 
(2) 短時間でも 600℃程度の高温履歴を受けた可能性

があると想定される居間のスラブ下面については，

表層コンクリートを(1)と同等の材料を用いて表面

塗布を行う。 

 

６．まとめ 

実際の火災事例に対する火災後の調査・診断から補

修計画立案までの一連の流れについて述べた。 
以下に，調査および診断の結果をまとめる。 

(1) 食堂および居間周囲火災により食堂および居間周

囲の構造体コンクリートの一部は 600℃を超える

高温履歴を受けていると想定される。 
(2) コア強度および中性化深さの測定結果から，火害

による構造体コンクリートの劣化は，火害等級Ⅲ

と判定した部位を除いて認められない。 
以上のことから，構造体コンクリートは構造安全性

や耐久性に大きな影響を及ぼす程度の劣化や損傷は受

けておらず，補修計画に示した補修を施すことで建物

の構造安全性とおよびコンクリートの耐久性が確保さ

れ，今後も十分に供用できるものと判断した。 

【参考文献】 

1) 日本建築学会：建物の火害診断および補修・補強方法指針・同解説, 2015.2. 
2) 日本建築学会：高耐久性鉄筋コンクリート造設計施工指針(案)・同解説，

pp.103-104, 1991. 

表－２ 所有者による予定供用期間と火害等級による補修の要否１） 
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FacetFacetFacetFacetコンクリートを使用した床版補修工事事例コンクリートを使用した床版補修工事事例コンクリートを使用した床版補修工事事例コンクリートを使用した床版補修工事事例    

大分 株式会社 末宗組 ○末宗 信市 

 

国土交通省大分河川国道事務所発注の湯山橋床版補修外工事において、床版増厚工法にて補修・補強工事を

行った。現場は、山間部の交通量が比較的多い国道を終日片側交互通行規制する必要があると共に、冬期の施

工であった為、積雪や凍結も懸念された。本工事では当初、ＷＪ工法による床版ハツリを行い、速硬性混和材

を用いたコンクリートにて床版増厚を行うものであったが、施工時に工期、WJの濁水、橋梁の振動、平坦性の

確保、ひび割れ、防水性といった課題が生じた。そこで、舗装構成の変更、材料の検討、施工方法の工夫によ

る対策を講じ、平坦性等の課題解決を図った。 

 

1．はじめに 

国道 210 号線湯山橋は、過年の橋梁定期点検より

鉄筋のかぶり不足や床版品質の経年劣化によると思

われるひび割れ・剥離・鉄筋露出や、通行車両の繰

り返し載荷によると思われる床版ひびわれが格子状

に発生し、ひび割れ幅が 0.2mm 以上あるものが目立

ち角落ちも生じている。さらに、局部的ではあるも

のの橋面からの雨水の侵入によって遊離石灰の発生

が確認されていた。このため、湯山橋床版補修外工

事では床版増厚工法にて補修・補強工事を行った。

現場は山間部の交通量が比較的多い国道での終日片

側交互通行規制を必要とするため、速硬性混和材を

用いたコンクリートにて床版増厚を行うものとなっ

た。しかし、他工事にて他社が先行した工区（以下

先行工事とする）での課題が確認されたことを受け

て舗装構成の変更、材料の再検討、施工方法の工夫

などの対策を講じて床版の補修・補強工事を実施し

た。 

   

    

図-1 橋梁床版の劣化状況 

２．湯山橋の概要 

 国道 210 号線湯山橋は国土交通省九州整備局大分

河川国道事務所日田国道維持出張所が管理する

1971 年架設の橋梁で供用開始より約 45 年が経過し

ており、その形式は上部工が単純鋼非合成箱桁+単

純鋼非合成鈑桁+単純鋼非合成箱桁構造、下部工が

控え壁式橋台２基、T 型橋脚柱円型（RC 造）２基か

らなる。なお、本橋の交通量は、昼間 12 時間で約

8,600 台、12 時間大型車混入率で約 11.2％となって

いる。また、本橋は、大分県日田市天瀬町の山間部

の積雪・凍結が懸念される場所に位置し、橋長 141m、

幅員 9.7m で、その設計は昭和 39 年の道路橋示方書

に基づいて建設されており、設計床版の厚さは 180

㎜～190 ㎜と現在の道路橋示方書と比較して相対的

に薄い床版厚となっている。 

 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 橋梁の工事区分 

 

 

 

キーワード：補修・補強、床版増厚、速硬性混和材 

連絡先：大分県宇佐市和気1023番地 TEL：0978-37-0281 FAX：0978-37-1892 
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３．工事概要 

 湯山橋床版外工事では、橋長L=141mで図-2に示

したA1、P1、P2及びA2により上下線別に6スパ

ンに分けて施工した。先行工事を実施した下り線の

A1～P1では当初の予定通り、ベースコンクリート

に対して速硬性混和材を用いたコンクリートによる

コンクリート橋面舗装にて施工した。また、当初の

断面構成を図-3に示した。なお、これよりかぶり厚

さは当初目標とした50㎜を上回る77㎜を確保した。 

 

図-3 当初の断面構成 

 

 

４．先行工事における課題と本工事での対策 

先行工事では、終日片側通行規制による供用環境

下にあるため、車両通行時に発生する橋梁のゆれ及

び振動の影響が大きいこと、橋梁の縦断・横断の勾

配が 7％程度あったため、材料のダレなどが生じや

すく、これらに加えて人力施工であったことなどよ

りコンクリート橋面舗装の平坦性確保が十分できな

かった。また、強度発現前に振動の影響を受けたこ

とによる図-4に示したひび割れの発生も確認された。 

 

     

図-4 コンクリート橋面舗装表面に発生したひび割れ 

 

これらより、下記の項目を課題として対策の検討

を進めた。なお、終日片側通行規制による供用環境

下にあることによる車両通行時に発生する橋梁のゆ

れ及び振動は、全面通行止めとすることができない

ことより、無くすことはできないため、他の対策を

検討することとした。 

 

4.1 簡易機械化施工の導入 

人力打設及び仕上げでは締固めなどにばらつきが

生ずるため、十分な平坦性の確保が難しいとの課題

に対しては、簡易な機械化施工を検討することとし

た。ただし、一般的なコンクリート舗装の施工方法

であるセットフォーム工法やスリップフォーム工法

などの施工機械は、本橋梁の幅員が 6.95ｍと狭いこ

となどによりこれらの機械を導入できないことが判

明した。このため、平坦性の確保を目的に、簡易フ

ィニッシャーによる簡易機械化施工を実施した。簡

易フィニッシャーは 3種類の異なる長さの部材を組

み合わせることにより幅員にあった配置が可能とな

ること、エアーコンプレッサーによる振動により打

設面全体に均一な締固めが期待できることより選定

した。 

 

4.2 配合及び養生方法の見直し 

終日片側通行規制による供用しながらの施工であ

り、大型車両通過時の橋梁全体の振動の影響を受け

て打設コンクリートにダレが生ずるため、平坦性の

確保が困難であり、かつ振動に伴い硬化後のコンク

リート表面にひび割れが確認された。このため、コ

ンクリートの配合をダレ防止目的として見直した。

ベースコンクリートは 30-12-20N として、速硬性混

和材の混合前の基準スランプを15cmから12㎝に変

更した。また、供用に伴う振動に起因して生ずるひ

び割れ抑制を目的に、ポリプロピレン繊維を配合す

ることとした。さらに、急激な乾燥を防ぐことを目

的に散水養生と風の吹付け防止の為、遮水シートを

設置した。 

  

4.3 ハツリ工程の見直し 

先行工事では、ハツリ工程に時間を要したため約

1 か月の工期を要した。同工程で残りの 5 スパンを

施工すると 5か月を要することとなる。これより、

当初の予定していた工期に対して数か月ほど足りな

くなることが明らかとなった。 

 

4.4 断面構成の見直し 

最終的な平坦性と走行性を確保するためにコンク

リート橋面舗装からアスファルト舗装に変更するこ

ととした。なお、変更に際して目標とした 30ｍｍの

かぶり厚さが確保されること、既設床版高さより 15

ｍｍの床版増厚を行うこと、橋梁に対して死荷重増

とならないこと及び薄層舗装でも耐久性が確保され

ることなどを考慮した。これらの課題への対策を講

じて変更した断面構成を図-5に示した。 

 

図-5 変更後の断面構成 

 

 

５．施工上の留意点と工夫 

 施工上の留意点と工夫を表-1に示す。 
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表-1 施工上の留意点と工夫 

留意事項 工夫点 

路面切削工 ・切削時の既設舗装直下の露出鉄筋の巻き上げ防止 

・切削完了後の露出鉄筋箇所及び床版脆弱部のスケ 

ッチ及びマーキングによる確認 

WJハツリ工 ・スケッチ及びマーキングによるWJハツリ時の床版 

貫通防止 

・コリジョンジェットノズル使用によるハツリ厚の微 

調整実施と効率化 

ｺﾝｸﾘｰﾄ打設工 ・施工効率向上を目的とした速硬性混和材の添加 

・供用中の施工による初期ひび割れの発生抑制を目 

 的としたポリプロピレン繊維の添加 

・コンクリート配合の見直しによるダレ防止 

・簡易機械化施工による効率化と出来形の向上 

・被膜養生・養生マットによる乾燥ひび割れの防止 

橋面防水工 ・施工期間の短縮を目的とした水分率管理 

・塗膜系防水材採用によるブリスタリングの発生抑制 

ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装工 ・薄層舗装に伴う高耐久性を期待できる改質Ⅲ型-Ｗ 

の採用。 

 

5.1 路面切削工 

施工前の橋梁定期点検結果より床版下面に鉄筋露

出部が確認されていた。このため路面切削工では、

切削時に鉄筋巻き上げに十分注意して実施した。切

削完了後は鉄筋露出箇所及び床版の浮き・脆弱部に

ついて、発注者と確認・スケッチを実施し、その後

の工程に備えた。 

 
図-6 路面切削 

 

5.2 ウォータジェットハツリ工 

当該工事ではウォータージェットハツリ時の床版

貫通に十分な注意をして施工した。具体的には、切

削時のスケッチ図面に基づき現地にて浮き・脆弱部

にマーキングを行い既設床版の弱点をオペレーター

に示した上でハツリ工を実施している。又、コリジ

ョンジェットノズルを使用することによりハツリ厚

の微調整と効率化を実施できた。 

 

図-7 ウォータージェットハツリ工 

 

5.3 コンクリート打設工 

コンクリート打設工では、効率化を目的に可使時

間を 120分とし硬化遅延材の添加量の調整を行うと

共に、添加量は 151㎏/m
3とし速硬性混和材の添加

を実施した。強度発現は 24時間経過後で 40N/mm
2

であることを確認している。また、供用中の施工に

伴う初期ひび割れの抑制を目的としたポリプロピレ

ン繊維の投入も行った。この際、打設継ぎ目が出来

ないよう施工サイクルを見極め、アジテータ車の超

過待機及び現場への供給不足が生じない用に手配し

た。撹拌時間は、アジテーター車を使用し事前確認

を行った、硬化遅延材添加 30秒間、速硬性混和材添

加 2分間（2回）、ポリプロピレン繊維投入 3分間の

計 7分 30秒の高速攪拌とした。打設は、極力手作業

による仕上げを減らし、簡易フィニッシャーによる

機械化施工を採用した。また、打設後はエチレン酢

酸ビニル系エマルションで被膜養生を行い、硬化状

況を確認した後、養生マットを布設し、急激な乾燥

の防止及び散水養生マット下面への風が吹付けによ

る水分の逸散を防止の為、養生マットの上に重量の

ある遮水シート（防水シート）を敷きならべ乾燥ひ

び割れの防止を行った。 

 

 
図-8 速硬性混和材を用いたコンクリート 

 

 
図-9 フレッシュコンクリート 

 

 
図-10 簡易フィニッシャーによる機械化施工 
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図-11 噴霧器による被膜養生材散布 

 

 
図-12 遮水シートによる養生 

 

 
図-13 硬化状況 

 

5.4 橋面防水工 

橋面防水工は塗膜系防水を用いた。施工はコンク

リート打設後 2日で実施した。この際、表面含水率

が 6～7％であることを確認した。 

 
図-14 塗膜防水工 

 

5.5 アスファルト舗装工 

既設の伸縮装置の高さと橋梁の死荷重増加より、

舗装厚さを 35㎜と薄くする必要があったため、耐久

性などを考慮して改質Ⅲ型-W のアスファルト舗装

とした。また、橋面上である為、アスファルト舗装

密度測定器-PQI を使用し、品質を確保した。 

 
図-15 舗装工 

 

 

６．施工結果と評価 

 検討課題に対する施工結果と評価を表-2に示す。 

表-2 施工結果と評価 

検討課題 施工結果と評価 

簡易機械化施

工 

簡易フィニッシャーにより、平坦性向上と
施工時間の短縮が図れた。なお、施工は 2
ｍ3を25分で行えた。 

配合及び養生

方法 

振動・揺れによるひび割れをＰＰ繊維によ
り低減した。 
スランプを 12 に落とすことで橋梁の揺れ
によるダレの防止が出来た。 
養生マットの水分逸散防止の為遮水シート
の設置した。 

ハツリ工程 コリジョンジェットノズルで行い 50 日程
度の短縮が行えた。※手作業が激減した。 

断面構成 路面をコンクリートではなくＡｓに変更し
たことで平坦性の確保が行えた。1.7 ㎜の
結果を得た。（2.4㎜以内） 

 

 

７．結論、及び、今後の課題 

 本検討より得られた結果を下記に示す。 

(1) 施工時の橋梁上の揺れは、供用している限り避

けることは不可能であり、振動に起因すると思

われるひび割れ対策を講ずることが必要となっ

た。 

(2) 先行工事で得た課題への対策は効果的であった

ことを確認した。 

なお、本工事では、鉄筋かぶりの確保が可能とな

るため、一部区間を除き、当初設計のコンクリート

橋面舗装からアスファルト舗装にして平坦性及び走

行性を確保した。しかし、終日片側交互通行規制な

どの供用環境条件下で床版の鉄筋かぶりが確保でき

ない場合では本対策が実施できない。このため、供

用橋梁でコンクリート橋面舗装での平坦性確保は困

難となることを確認した。 

(3) 施工に際し、施工ヤードの確保（現場・濁水処

理）、給水（清水）の確保（140ℓ/分）が必要。 

(4) 費用面での協議（アジテーター車の空積割増・

清掃費、混和材投入撹拌費、濁水処理、防水性

能等）が必要。 
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自己組織化マップ（SOM）による打音法の探査性能の向上 

 

東京診断士会 ○歌川 紀之 

筑波大学 島田 拓夢 

筑波大学 安永 守利 

佐藤工業㈱ 黒田 千歳 

 

 

 

１．緒 言 

 コンクリート構造物の点検では，第一段階で目視点検と叩き点検が実施される．目視点検で，ひび

割れなどのコンクリート表面の情報を得る．一方，叩き点検では，コンクリート表層の浮きやはく離

の状況を把握する．これらの結果に基づき，コンクリートの健全性を評価し，必要であれば非破壊検

査などの詳細な検査とともに，補修工事や補強工事を行う．したがって，第一段階で実施される目視

点検と叩き点検は重要な点検に位置づけられる．しかし，目視点検や叩き点検は，点検者の技量に左

右する．そこで，点検者の技量によらない技術の開発が進められている．目視点検については，ＣＣ

Ｄカメラで撮影された画像からひび割れを自動抽出するシステムの開発が進められており，叩き点検

については，打音法や赤外線法の開発が進められている．本研究では打音法に着目し，その探査アル

ゴリズムにＡＩ的な技術を適用した結果を示す。 

 

２．打音法の概要 

 叩き点検では，コンクリート表面をハンマーで叩き，その音を点検者が聞き，欠陥の有無を判定す

る．一般には，健全部では清音（キンキン，カンカン）が出て，浮きやはく離があると濁音（ポコポ

コ）が出ると言われている．現地における欠陥部の区別については，このような音の違いではなく，

多くは健全部と異なる音が出ているところを欠陥部として区別しているものと思われる．さらに現地

の測定では，清音と濁音の中間的な音が発生することや，実際に長時間点検を続けると判断が難しく

なるケースもある．そこで，点検者の技量によらない技術として「打音法」に着目した．打音法とは， 

概  要 

 コンクリート表層の「叩き点検」では，打撃音を点検者が耳で聞き，欠陥の有無を判断する．しか

し，経験や個人差，疲労により結果に差が出るという問題点がある．打音法とは，この問題を解決す

るために，マイクロフォンで打撃音を収録分析し、欠陥を探査する定量的な技術である．これまで筆

者らは，音圧に着目し，欠陥の有無や規模を分析してきた．本報告では，さらに精度を向上させるた

め，周波数情報に着目し，自己組織化マップ（SOM）の適用を検討した．SOMは，大脳皮質をモデルと

する機械学習法であり，検査結果を，類似度マップ上に可視化表示できる．本報告では，その基本評

価結果を示す．本論文は非破壊検査協会平成 28年度秋季大会（仙台）で発表したものです。 

キーワード：打音法、AI、浮き・はく離 

連絡先：神奈川県厚木市森の里青山 14-10 TEL:046-270-3091 e-mail:utagawa@satokogyo.co.jp 
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コンクリート表面をハンマーで叩き，その音を

マイクロフォンで収録し，何らかの分析を行い，

欠陥の有無や規模を推定する方法である．なお，

打音法では，コンクリート表面で生じる振動を

音圧で測定する方法であり，振動の中でも板曲

げの振動に着目しているものと考えられる．板

曲げの振動では，厚い部材（健全部）では振幅

が小さくなり，薄い部材（はく離箇所）では振

幅が大きくなる．この特性を用い，現在，著者

らが開発した健コン診断ポータブルでは，振幅

（1波目に最大振幅）に着目し，その結果から

部材厚さ（欠陥部では，コンクリート表面から，

はく離面までの距離，健全部では部材厚さ）

を推定し，欠陥部と健全部を判別する手法で

ある．本手法では，平面規模が大きい欠陥で

は，推定部材厚さが実際の厚さと同等の値が

得られるが，平面規模が小さい欠陥では，周

辺の境界条件の影響で，振動が小さくなり，

実際の厚さに比較し，推定部材厚さが大きく

（振動が小さい）見積もられる．また，大き

な欠陥でも境界に近い位置でも同様な結果に

なる．さらに，本手法では，1波目の特性の

みに着目しており，それ以降の振動特性には

着目していない． 

そこで，本報告では，人工知能ＡＩを用い，

全波形情報について，自動的に振動特性を分

類することにより，欠陥部と健全部を分類す

ることとした．データの収録システムは，前

述した健コン診断ポータブルを用いた．本シ

ステムの特徴は，加力値を測定できるインパ

クトハンマーと外部のノイズを遮断できるフ

ード付マイクロフォンを用いていることであ

る．本システムで収録された音圧データを用

い AIにより，波形を分類し，健全部分と欠

陥箇所を判別できるか検討を行った． 

３．試験体 

本実験で，用いた試験体は異なるサイズで異なるかぶり（表面から，空洞までの距離）を有する 20

種類の円形空洞欠陥である．写真に示すように試験体は 2m×1.5m×0.3m の直方体であり，円形空洞

は，2.5cm 厚さの発泡スチロールでモデル化した．サイズとかぶりは図２に示す．試験では，欠陥周

辺の健全部を含めた 200箇所程度でデータを収録した． 

図１ 収録システム（健コン診断ポータブル） 

図２ 試験体（上：写真 下：サイズとかぶり） 
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４．自己組織化マップ 

自己組織化マップ（SOM: Self-Organizing Map）は，

Teuvo Kohonen によって提案された機械学習アルゴリ

ズム（人工知能）の一つであり，脳の視覚野をモデ

ル化している[2]．脳をモデルとした機械学習アルゴ

リズムとしては，近年，深層学習（Deep Learning）

等が注目されているが，SOM は，深層学習とは異なり，

①教師信号無しの学習であり，②学習（自己組織

化）の過程と結果を可視化できることが大きな特徴

である． 

図３に SOM の構造を示す．「競合層」は，N×M

個のニューロンから構成されており，この 2 次元構

造から“マップ”と呼ばれる．そして，それぞれの

ニューロンは，n 次元の重みベクトル WN×M = (w1, 

w2, …, wn) を持つ．一方，「入力層」は，画像や

音などの実際の信号データから抽出された n 次元

ベクトル X = (x1, x2, …, xn) であり，入力X は，競

合層の各ニューロンに入力される． 

学習を行う前に各ニューロンの重み W をランダ

ムに設定する．そして，学習過程では，複数の入

力ベクトル（学習データセット）Xi について，以

下の①と②を繰り返し行う： 

①入力ベクトル Xi に最も近い重みベクトル

WN×Mを持つニューロン（勝者ニューロン）を選ぶ． 

②勝者ニューロンの WN×Mを少し Xi に近づける．それと同時に，勝者ニューロン近くの複数のニ

ューロンについてもそれらの重みベクトル WN×Mを少し Xi に近づける． 

その結果，図４に示すように，競合層のニューロンの重みベクトル WN×M は，入力ベクトルの類似度

を反映した自己組織化が行われる（類似度マップが形成される）．学習後に，未知の入力ベクトル Zi

を入力し，それに対する勝者ニューロンが属していたデータクラスにより，未知の入力ベクトルを推

定（判定）することができる． 

 

５．打音法への自己組織化マップの適用 

健コン診断ポータブルで取得したデータ例を図５

に示す．図(b)はインパクトハンマーの加力値とマイ

クロフォンで取得した音圧の時間変化であり，図(a)

はその FFT の結果である．測定時間は 43.7ms で，

その間のサンプリング数は 2100 である．この 2100

次元のベクトルを単純平均化で 64 次元のベクトル

に圧縮し，さらにノルム 1 に正規化している．これ

を入力ベクトル Xi としている． 

x1

重みW=(w1 , w2 ,   …   , wn )

x2 xn

w1
w2

wn

入力 X=(x1 , x2 ,   …   , xn )

ニューロン

競合層

入力層

図３ 自己組織化マップの構造 

初期状態
ニューロン

W

自己組織化状態

図４ 自己組織化の状態 

(a)

(b) 音圧

FFT

ハンマーマイクロフォン

マイクロフォン

ハンマー

図５ 音圧とその FFTのデータ例 
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６．実験結果 

試験体のうち，直径 200mm 距離 60mm の円形空洞についての実

験結果を図６から図８に示す．図の一つの升目が一つのニューロ

ンであり，全体で 400 ニューロン（20×20 ニューロン）からマ

ップを構成している．自己組織化マップ生成（学習）のために用

いたデータ数は，欠陥データ（空洞上をインパクトハンマーで叩

いたときのデータ）が 108 個，正常データ（空洞上ではない箇所

を叩いたときのデータ）が 165個である． 

図６は上記データから毎回ランダムデータを選択し，これに前

記①と②を 200 回行った結果（初期段階）である．◎が正常デー

タに対する勝者ニューロンで，×が欠陥データに対する勝者ニュ

ーロンである．さらに図７は，500 回繰り返した途中段階の自己

組織化結果であり，図８は 2000 回繰り返した後の自己組織化後

の結果である．そして図８には，学習後（自己組織化後）のマッ

プに，学習には使わなかった正常データ 10 個と欠陥データ 10 個

を与えたときの勝者ニューロンをそれぞれ，☆と★で示している

（テストデータを与えたときの勝者ニューロンを示している）．

図８からわかるように，☆と★は，それぞれ，正常データと欠陥

データの勝者ニューロン領域に属しており，学習に使わなかった

データを正しく判定していることがわかる． 

学習データと未知データのセットをランダムに変えて，20 セ

ットの実験を行った．その結果，90％以上の精度で，テストデー

タを判定することができた． 
 

７．考察 

自己組織化マップの最大の特徴は Topological Mapping（類似

した学習データは，自己組織化マップ上の隣接した勝者ニューロ

ンに対応する）である．試験体の正常と欠陥の境界領域データの

勝者ニューロンを調べたところ，自己組織化マップ上でも正常と

欠陥の領域境界に近いニューロンが勝者となっていることがわか

った．この結果からも，打音データの学習と判定に自己組織化マ

ップが有効であることがわかった． 
 

８．結言 

内部に空洞を有するコンクリート試験体を対象として，打音データを取得し，このデータをもとに

自己組織化マップによる学習と未知データの判定検査（探査性能評価）を行った．その結果，良好な

自己組織化マップが形成でき，欠陥を正しく探査できる基本的な見通しを得ることができた． 
 

参考文献 
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図６ 自己組織化の初期過程 

図７ 自己組織化の途中 

図８ 自己組織化後の判定結果 
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電気防食の維持管理における課題抽出を目的とした橋梁調査 

 

東京  株式会社ナカボーテック ○大島 高雄 

東京 住友大阪セメント株式会社  峰松 敏和 

国立研究開発法人  土木研究所  関  繭果 

国立研究開発法人  土木研究所  宇佐美 惣 

東京  株式会社ナカボーテック  小城  守 

 

１．目的  

コンクリート構造物の電気防食は，塩害対策工法として国内 30 万 m2を超える施工実績を有しているが，

防食効果を適切に保つためには，管理者にとって簡便かつ効率的な維持管理手法の確立が必要となる． 

そこで本研究は，電気防食工法の維持管理における課題や留意点などを抽出することを目的として，電気

防食適用中の橋梁において詳細調査を実施したので一連の結果を報告する． 

 

２．調査概要 

 調査対象橋梁の選定にあたり，道路橋梁を対象にアンケートを行った．58橋梁のうち29橋梁の回答があり，

その中から6橋梁について概略調査後、構造物や電気防食システムに不具合がみられた3橋梁を選定した．  

 

表.1 アンケート結果からの選定理由 

A橋 コンクリート及び電気防食設備に不具合があり，詳細点検の必要性がある． 

B橋 電気防食設備に不具合があり，3種類の電気防食が採用されている． 

C橋 電気防食適用後9年でモルタル劣化などの不具合が生じている． 

 

表.2 調査対象橋梁の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 A橋，B橋，C橋それぞれの調査内容を次項より記載する． 

 

キーワード：電気防食，維持管理，防食効果 

連絡先：東京都中央区新川2-5-2 TEL：03-5541-5803 FAX：03-5541-5833 
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３．Ａ橋調査結果  

3-1 電気防食方式の概要 

 適用されている電気防食方式は，外部電源方式のうち陽極を点状に設置するチタンロッド方式が採用され

ている．桁下フランジ全面が防食対象であり，図.1 に示すようにハンチから桁内部に陽極が設置されている． 

 

3-2 外観調査 

 橋梁下は河川であることから，主桁下面の剥落が確認された範囲を中心に近接調査ができるよう，足場を

設置した．コンクリート剥落部は図.2の様に，40cm×30cm程度の範囲で確認され、平成 25年度の定期点検において

も変状が記録されている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-3 コンクリート表面電位分布測定 

 コンクリート剥落部の防食状況を確認するため，G3桁およびG4桁において表面電位分布を測定した．図.3

に測定位置を，また、G3桁自然電位分布を図.4に，分極量分布を図.5にそれぞれ示す． 

①自然電位測定結果 

自然電位測定とは，電気防食を通電していない電源オフ時に，コン 

クリート表面に外部照合電極を押し当て，近傍の鉄筋電位を測定する 

もので，ASTM C 876の判定基準より腐食度を判定する． 

測定の結果，海側ハンチから下面にかけて−200ｍV(vs.CSE)より卑な 

値が確認された。これは海側で塩化物イオンや水分の供給が多く，陸 

側に比べて腐食しやすい環境であることが原因と推察される． 

（卑とは，鉄筋電位が低い＝腐食傾向にある） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図.2 G3桁底面の剥落部 

図.3 測定位置断面図 
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図.4 G3桁自然電位分布図 

図.1 陽極設置図 
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②分極量測定結果 

分極反応は電気防食を通電した際に，陽極からコンクリート内部の防食対象鋼材（鉄筋）に防食電流が流入

し鉄筋の電位がマイナス方向に変化する現象である．その通電オフ時と通電オン時の電位変化量を分極量とし，

100mV以上の電位変化量があれば，防食基準を満たしているものとされている． 

測定の結果，分極量分布は概ね 100mV 以上を示しているが，劣化部付近では 50mV 未満となった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-4 防食状態の確認 

 電気防食工法は，コンクリート中に埋設した照合電極の電位を測定し，防食効果をモニタリングすることが

特徴である。A橋の防食効果は概ね，良好な防食状態を維持していた．なお，2個の照合電極が測定電位が不

安定不能であり機能が損なわれていた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-5 Ａ橋のまとめ  

 表面電位分布測定や分配電流測定により，陽極システムの特性や防食効果を詳細に把握することができた．

また，A 橋は海側と陸側により塩分供給量など腐食環境が異なることが鉄筋電位で明らかになった． 

今後，維持管理の標準化に向けて，防食効果の判断に必要な調査や点検方法について検討を進めたい． 

 

図.5 G3桁分極電位分布図 

剥落部の分極量が 

50mV未満 

100mV未満の範囲がある 
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表.3 埋設照合電極での復極量試験結果 
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４．Ｂ橋調査結果  

4-1 電気防食方式の概要 

 適用されている電気防食方式は，外部電源方式としてチタンメッシュ方式（面状），チタングリッド方式（線

状），そして，鋼材間の電位差により防食電流を供給する流電陽極方式（面状）の 3 種類が適用されている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4-2 外観調査 

 外観観察および打音検査等の結果，チタンメッシュ方式では，図.7 に示すような物理的損傷に起因すると

判断される陽極被覆材の欠落および 20×40cm 程度の浮きが確認された．チタングリッド方式では，図.8 に示

すような陽極被覆モルタルの浮きが，流電陽極方式では，図.9 に示すような陽極板の反り，間詰めパテ材の

浮きや剥がれが確認された． 

これらの変状が防食効果へ影響するか確認するために，変状部およびその周辺の通電停止 24 時間後の電位

と通電 16 時間後の分極量を外部から測定した．図.7 付近の測定値を表.4 に記載する．この結果，変状部付近

でも防食基準を満足しており，防食効果への影響は小さいものと判断される． 

 

 

 

 

 

 

 

 また，電気防食非適用径間では，図.10に示すように躯体コンクリートの剥落部が見られたが，電気防食適

用部に特に変状は認められておらず，電気防食の効果が確認できた． 

 

 

 

 

 

 

 

チタンメッシュ チタングリッド 流電陽極 

図.6 適用電気防食方式一覧 

図.7 チタンメッシュ方式 図.8 チタングリッド方式 図.9 流電陽極方式 

図.10 電気防食非適用部 図.11 電気防食適用部 
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チタンメッシュ陽極 
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下フランジ 

チタングリッド陽極 

防食対象 

下フランジ 

流電陽極板（亜鉛） 
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4-3 防食状態の確認 

コンクリート中に埋設されている照合電極による，防食効果の確認試験を表.4 示す．いずれも防食基準を

満足する試験結果が得られた．特に，亜鉛シート方式はその耐用年数（陽極寿命 15 年）を経過しているが，

防食効果が維持されていた．なお，チタンメッシュ方式に適用された銀塩化銀照合電極の 4 個のうちの１個

は，測定電位が不安定でその機能が損なわれていた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4-4  電気防食付帯装置の点検および分配電流の測定 

 直流電源装置の設置状況を図.12 に示す。橋梁下面は砂浜であるため，砂の巻上げ等による劣化損傷防止と

して，直流電源装置は高さ 5m 程度の橋脚に設置されており，健全に作動していることを確認した． 

 また，チタンメッシュ方式における配線配管材は図.13に示すように，脱落や損傷もなく設置されており，

プルボックスの解放点検においても防水処理が行われており劣化等も確認されていない． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チタンメッシュ方式は，直流電源装置から主桁4本に電線管が分配されている．図.14に示すように，各主 

桁に流れている分配電流をクリップオン電流計で計測した結果，G1桁＝0.04A、G2桁＝0.04A、G3桁＝0.03A、

G4桁＝0.03Aとなり，均一に分配されていることが確認された． 

 

4-5 Ｂ橋のまとめ  

電気防食適用後約 20 年を経過した橋梁の詳細調査の結果，防食効果は健全に維持されており，今後の維

持管理に役立つ情報が得られた．これらは，今後の電気防食の維持管理の標準化に活用する計画である． 

 

図.12 直流電源装置 図.13 配線配管材 図.14 通電電流計測 

表.4 埋設照合電極での復極量試験結果 
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５．Ｃ橋調査結果  

5-1 電気防食方式の概要 

 電気防食方式は，外部電源方式のうちチタンリボンメッシュ方式が適用されている．電気防食方式の中で

最も実績がある方式で，図.15 に示すようにコンクリート表面に幅 25mm 深さ 20mm 程度の溝を形成し，陽

極材を「横置き」に配置し電気抵抗の低いモルタルを充填する工法である． 

しかし本橋梁へは，図.16 に示すように，幅 8mm 深さ 20mm の溝切り内に陽極材を縦置きにすることで，

施工の省力化を図った工法が適用されている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5-2 外観調査 

梁および床版の一部にうきやひび割れが確認された．詳細調査の結果，劣化部周囲の打音状況からは鉄筋

腐食特有の異音は確認されておらず，外部照合電極での電位測定においても電位変化があることが確認され

ており，鉄筋腐食に起因する可能性は小さいと判断された． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P1 橋脚においては図.20，図.21 に示すように，陽極被覆モルタルの変色が特に A2 側の水面に近い位置で

多く確認されている．過年度の点検結果より，A1 側の配管材が脱落していた期間があることが確認されてお

り，その期間に A2 側に多くの電流が流れていたため，被覆モルタルの劣化が進行したものと推察される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図.15 リボンメッシュ横置き方式 図.16 リボンメッシュ縦置き方式 

図.17 主桁・床版全景 図.18 G1桁のうき 図.19 G2桁のひび割れ 

図.21 陽極被覆モルタル変色 図.22 P1橋脚断面図 図.20 P1橋脚全景 

P1 
←直流電源より 

断線 2 倍の電流 

モルタル変色 

が供給 

リボンメッシュ陽極 

溝形成 

幅 8×深 20mm 

モルタル 

リボンメッシュ陽極 
溝形成 

幅 25×深 20mm 

モルタル 
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5-3 防食状態の確認 

コンクリート中に埋設されている照合電極による防食効果の確認試験を表.5 示す．気中環境にある No.1・

2・3 回路はいずれも 24 時間測定で防食基準を満足していた． 

しかし，干満環境にある No.4 回路は防食基準を達しておらず，復極反応に必要な酸素の拡散速度が遅いと

判断し 44 時間後まで延長した結果，復極量の増加が確認できた．また，配管材脱落前の自然電位と比較する

と R4-1＝⊿232mV，R4-2＝⊿319mV の電位変化量があることが確認された． 

 復極の速度はコンクリートの乾湿状態に影響するため、今回のように測定時間を延長することにより復極

量の増加がみられる場合もあることから、防食効果の判断には注意を要することを認識した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各回路に流れている通電電流測定の結果を表.6 に示す．橋脚気中部（No.3 回路）の電流密度が他の回路に

比べ高い結果となった．図.23 に No.3 回路の断面図を示すように，陽極は 7 段設置されており，防食効果を

判定するための照合電極は，陽極 2 段目付近に設置されている．  

しかし，防食適用後に河床高さが変化したことにより，今回調査時には橋脚下部である 7 段目の陽極が没

水していた．そのため，電気抵抗が小さい没水部の陽極に防食電流が多く流れ，照合電極部付近での電流が

減少し，所定の分極量を得るためにより多くの電流を要したことが推察される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5-5 Ｃ橋のまとめ  

今回の調査より，防食電流を均一に供給するためには，コンクリート表面の乾湿環境に応じた回路分けが

重要であることが明らかになった．また，電気防食適用後の目視点検，通電確認を計画的に行うことが，電

気防食適用後の再劣化を防止するために重要であることを認識した． 

復極量測定 

(合格基準：100mV以上) 

① 24時間後測定値 

② 48時間後測定値 

③ 復極量増加分 

表.6 通電状況測定結果 

図.23 No.3回路断面図 

 

当初 調査時 

水位上昇 

 
電流流出 

照合電極 

埋設位置 

電流減少 
 

表.5 埋設照合電極での復極量試験結果 

① 

② ③ 
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６．電気防食システム付帯設備（共通） 

 各橋梁における付帯設備の調査結果を表.7 に示す．A 橋・C 橋に紫外線劣化と思われる配管材の割れが確

認された。このような劣化を経験し，現在では更なる耐候性を有するものが標準とされている．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

C 橋の直流電源装置において，扉裏面ゴムパッキンの劣化や金属部の腐食が確認された．また，配管材を

固定する樹脂プラグの抜け落ちが確認された。現在では羽根付きのある樹脂プラグを標準としている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．全体のまとめ 

今回の調査結果から得られた知見を以下に示す。 

A橋：コンクリート剥落部（G3 桁）では，分極量が50mV 未満と小さい値を示している．現時点で変状の 

ないG4 桁でも同様に分極量の小さい範囲が見られ，今後劣化する可能性もあるため継続的な観察が 

必要と思われる． 

B橋：チタンメッシュ方式における被覆モルタル剥落部（G1 桁）および浮き部（G4 桁）の分極量は健全 

部と同様高い値を示している．被覆モルタルの剥落は今回の大きさ（10×10cm）程度では，電気防食 

効果に与える影響は小さいと考えられる． 

C橋：橋脚下部にみられる被覆モルタルの剥離・変色は，干満帯に位置していることや陽極材かぶり厚さの 

不足，一時的に通常より多くの電流が流れたことなどが原因となって生じたものと考えられる．適用 

箇所の条件に応じた電気防食工法の選定や設計が重要である． 

 

最後に 

電気防食工法は塩害環境の厳しい箇所に適用されることが多く，電源停止や不均一な電流分配などにより適

切な電流密度が得られない場合には，再劣化を起こしかねない．簡易な日常点検で電源稼働やモニタリングを

行うとともに，今回行ったような詳細な調査を定期的に行って防食効果を確認することも，再劣化を防止する

上で必要であると考える． 

図.24 配管材の割れ 表.7 付帯設備調査結果 

図.25 直流電源装置の劣化 図.26 配管材固定ビス抜け落ち 

現在の仕様 
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コンクリートの長寿命化『IPH(内圧充填接合補強工法)システム』 

 

                               東海 中日建設株式会社 髙木 賢一朗 

            

要 旨 

 コンクリート構造物のひび割れ補修には、樹脂注入工法が用いられている。IPH 工法はコンクリートのひ

び割れ部を穿孔し、コンクリート内部の空気を抜きながら樹脂を低圧で注入することにより、微細なひび割

れ深部まで樹脂を注入することができる工法である。また、コンクリートの浮き･豆板に対しても、はつるこ

となく樹脂を注入し、一体化を図り、補修することができる工法でもある。一般的な注入工法は、コンクリ

ート表面のひび割れ位置から樹脂を注入しているために、微細なひび割れ深部への充填に不安定要素を含んで

いる。IPH 工法は、NETIS(No.CG-070007-V) 土木学会技術評価証(第 0009 号)にも登録されている。 

 

               

                       

 

             

         

                                                    

キーワード：検査技術・診断，非破壊試験法，補修・補強(構造)，リニューアル，低圧樹脂注入 

連 絡 先：愛知県名古屋市中区橘一丁目 1 番 20 号 TEL:052-321-6503 FAX:052-321-6959 

１．IPH工法概要説明 ２．共同研究機関 

３．土木学会技術評価証 ４．空気抜きイメージ 
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５．注入イメージ ６．使用機械 

７．IPH カプセル,エポキシ樹脂 ８．水質試験結果（JWWA 合格） 

９．注入実験 １０．注入確認（ブラックライト照射） 

 断面修復時に塗布したモルタルと既設コンクリートの

界面に樹脂が注入されている。さらに、奥にあるひび割

れにも樹脂が注入されている。 

 

１１．過去に断面修復した箇所に注入したコア 
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１２．ひび割れ注入工法比較表 

１３．断面修復工法比較表 
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１４．引張試験（岐阜大学） １５．引張試験結果（岐阜大学） 

 

１６．人工 ASR 注入実験（岐阜大学） １７．注入状況実験（名古屋大学） 

 

１８．ひび割れ供試体（名古屋大学） １９．注入状況確認（名古屋大学） 
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非破壊試験（弾性波に基づくトモグラフィ技術）について 

 

 コンクリート構造物に生じた許容幅を超えるひび割れは、構造物の耐荷力を低下させる要因となるほか、中

性化や塩害等の劣化因子の侵入を加速させ、最終的には構造物としてのパフォーマンスを低下させる恐れがあ

る。ひび割れの補修工法の一つである注入工法は、樹脂等の補修材をひび割れに充填し劣化因子の侵入を防ぐ

とともに、コンクリートの一体性を確保する工法である。微細なひび割れへの補修材の充填は、構造部材の強

度回復も期待できる。しかしながら、補修後にひび割れが適切に充填されたかどうかはコンクリート表面から

は判断が難しい。そのため、充填の確認はコンクリートコアを採取するなどの破壊試験が主流となっている。 

しかし、補修した構造物に傷をつけることへの理解が得られないのが現状である。そこで、非破壊にてコンク

リート表面から内部の充填状況を把握できる『表面波トモグラフィ』を使用し、ひび割れ補修の前後を色比較

することで補修の効果を確認する工法が採用されている。 

 

 健全なコンクリートの弾性波速度は概ね、4,000m/s であり、表面波速度は、その約 57%に相当する 2,300m/s

程度であると考えられる。解析から得られる速度は、対象領域に限定し最適化を行った相対速度である。この

ため、理論計算上の速度とは完全に一致はしないが、当然に計測データをベースに最適化を行っているため概

ね一致するはずである。すなわち、理論計算上の 2,300m/s に近い速度は、健全なコンクリートを示し、速度

が低下するに従いひび割れや空隙等の弾性波を迂回させる要因が多く存在することを示す。 
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施工事例について 

 

       

 

       

 

           

 

   

             

２０．高架下補修工事 

 

２１．砂防ダム補修工事 

 

２２．空港エプロン補修工事 

 

２３．床版補修工事 

 

２４．基礎柱補修工事 

 

２５．橋脚補修工事 

 

２６．表面波トモグラフィ,Φ5mm 打撃（表面～約 5cm ，赤枠が調査範囲） 

 

補修前 

 

補修後 

 

62



JCD 第 4 回業務発表会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 下水道施設における許容塑性率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   平面図(1 階)        断面図 

図-2 構造概要図 

下水道施設の耐震診断に非線形解析を導入する効果について 

 

京滋 株式会社エーバイシー ○本多 顕治郎 

 

１．はじめに 

1995年の兵庫県南部地震は，官公庁施設も大きな被害を受け，従来の耐震設計の技術基準類が大きく書き変

えられた．さらに2011年の東北地方太平洋沖地震は，地震動の他に津波による被害が甚大で，耐津波設計の項

目が加えられた．今後，予想される南海トラフ地震に対して，既存施設の耐震補強は急務であり，下水道施設

も広範囲かつ急ピッチにその作業が進められてい

る．既存下水道施設の耐震性能は，新設と同等の

耐震性能2の確保を基本とするが，実際の既存施設

に対して新設と同等の耐震性能を求めると莫大な

補強工事費になり，事業の実施が困難な状況にな

る事例が非常に多い．この対応策として，2014年

に改訂された下水道指針1)は，既存施設の耐震診断

や耐震補強設計に非線形解析(プッシュオーバー

解析)を導入し，部材の要求性能に応じて段階的な

耐震性能の設定を可能にしている． 

本論は，下水道指針における耐震補強設計の考

え方と，大型の下水道施設の非線形解析に建築の

一貫構造計算プログラムを適用する場合の計算機

能の検証結果，非線形解析の導入効果について述

べる． 

２．下水道指針における耐震補強設計の考え方 

一般に，構造物の耐震性能の照査においては，

構造物の要求性能を考慮して耐震性能1～3の限界

状態を定義し，各限界状態の限界値を定める必要

がある．下水道施設の非線形解析においては，例

えば柱･梁の棒部材(はり要素)では，図-1に示すよ

うに，各耐震性能の限界値に相当する許容塑性率

を定めている．具体的には，従来からの耐震性能2

の照査における疑似非線形解析では，じん性を考

慮し，構造物特性係数(Cs)を0.45としているが，こ

れは塑性率μm＝3相当を想定している．また，既

存施設も新設と同等の耐震性能2の確保を基本とするが，耐震性能2の確保が困難な場合，段階的な耐震性能と

して耐震性能2’を設定でき，この部材の許容塑性率をμu＝4としている。 

３．大型の下水道施設の非線形解析の方法 

1)概 要 

 

キーワード：耐震診断，耐震補強，非線形解析，せん断耐力 

連絡先：大阪府大阪市中央区北浜東2番16号 日刊工業新聞社ビル3F TEL：06-6910-8331 FAX：06-6910-8332 
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下水道施設の構造形は，Ⅰ類～Ⅴ類に分類される．

この内，Ⅳ類の複合構造物は，一般に柱･梁からな

る主架構と地下壁から構成され，大型かつ複雑な形

状を有することが多い．この構造物を汎用の3次元

有限要素解析プログラムでモデル化すると，数十万

節点を超える事例も少なくない．数十万節点もの非

線形解析は，費用的にも時間的にも事業の実施が困

難と言える．このため，下水道指針の耐震計算例2)
 

では，大型構造物の柱･梁の主架構に対して，非線

形解析の際に建築の構造設計で利用される一貫構

造計算プログラムの使用が提案されている．ここで

は，一貫構造計算プログラムの計算機能を利用し，

下水道施設の土木部分の非線形解析に適用する場

合の方法を具体的に示すと共に，その方法の妥当性

の検証結果について述べる． 

2)構造モデルと検証方法 

検証に用いた構造モデルは，2×3スパンの2階建て

のラーメン構造である．図-2に構造概要図，図-3に

部材リストを示す．図-3において，配筋等はレベル1

地震時(震度kh＝0.2)の外力で設定している．また，

レベル2地震時を想定した非線形解析における地震

時水平力は，震度kh＝0.8とし，1階にP1＝2720 kN，

2階にP2＝1628 kNを載荷した． 

計算機能の検証は，建築一貫構造計算プログラム

SS3(以下“SS3”と略す)と，土木･建築施設の設計

で用いられる汎用の3次元有限要素解析プログラム

TDAPⅢ(以下“TDAP”と略す)の計算結果を比較し

た．これら2つのプログラムは，基本的に曲げ降伏

時の剛性低下率等の処理方法に大きな差はない．し

かし，本質的な問題として建築と土木における耐力

式の差を考慮する必要がある．そこで，SS3に対し

ては土木の耐力を考慮するため，図-4のN－M相互

作用図における変動軸力範囲の軸力Nと曲げモーメ

ントMの関係に対して，土木基準における耐力を直

接入力した(以下“耐力入力”と略す)．一方，TDAP

においては，非線形モデルを軸力変動トリリニア型

として解析した． 

3)解析結果 

解析結果のQ－δ曲線を図-5に示す．SS3(耐力入力)とTDAPのQ－δ曲線は，良好に一致している．また，塑

性率は回転角で評価しているが，SS3とTDAPの差は思いの外小さい(図-6参照)．なお，本検証に用いた構造モ

デルの塑性率は，すべての部材で許容塑性率μm＝3を下回っており，耐震性能2を満足している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           

 

図-3 部材リスト  

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 N－M 相互作用図(ｲﾝﾀﾗｸｼｮﾝｶｰﾌﾞ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 P－δ曲線(SS3 と TDAP) 
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以上から，一貫構造計算プログラムは，下水道施

設の土木部分の非線形解析に適用可能であると判

断できる．また，一般に一貫構造計算プログラムは

優れた操作性と計算機能を有しており，柱･梁で構

成される部材数の多い大型構造物の非線形解析に

適用した場合，経済的にも時間的にも有利と考えら

れる． 

４．非線形解析の導入効果 

1)効果の検証方法と対象施設 

 非線形解析の導入効果の検証は，図-7における従来の疑似非線形解析(構造物特性係数Cs考慮の線形解析)の

補強量を1(100％)として，非線形解析の補強量の割合を示す形で整理する．なお，検証対象の施設は以下の10

棟である． 

    ・水処理施設 × 3 棟  

    ・砂ろ過池  × 1   

    ・ポンプ場  × 3   

    ・濃縮タンク × 1                 

・消化タンク × 1  

・流入渠   × 1   

計 10 棟 

2)非線形解析の導入効果 

非線形解析の導入効果について，検証する．曲げに対する補強量は線形解析の結果を1(100％)として，以下

に示すとおり． 

   ・曲げに対する補強量 ：1.0(100%) → 0.0(0％)  

せん断に対しては，後施工のせん断補強筋の補強量について比較したものを表-1に示す．これより， 

   ・せん断に対する補強量 (全体)   ：1.0(100%) → 0.0～1.0   平均 0.08( 8%)  

・せん断に対する補強量 (地下壁のみ)：1.0(100%) → 0.0～0.63  平均 0.15(15%) 

となっている。 

曲げ補強は，今回のサンプルでは非線形解析における補強量が0％となっている．これまで筆者らが行なっ

た解析結果を総合しても，降伏点を超える部材は数％であり，少なくとも耐震性能2を満足している． 

せん断補強についても，等価せん断スパンを考慮したせん断耐力式3)を適用することで補強量が減少してい

る。一般に，地下壁には常時から土圧力が作用し補強量は減少しにくい傾向にあるが，等価せん断スパンの効

果で，補強量が最大でも線形解析の63％程度に減少している． 

3)非線形解析の導入効果の総括 

前述したように，これまでの線形解析に比べると非

線形解析は補強量の減少効果が著しい．この理由につ

いて考察する． 

柱･梁の主架構については，もともと線形解析におい

ても補強量は少ないといえる．すなわち，図-8を水槽

を有する下水道施設と考えた場合，当然のことながら

周囲は壁体で囲まれており，一般に剛床仮定が成立す

るので地震力の大部分は床版を介して壁体(耐震壁)に 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 塑性率の抜粋(SS3 と TDAP) 

 

 

 

 

 

 

図-7 静的解析の耐震計算法の体系 

 

 

 

 

 
 

 

 

床面と耐震壁の剛性が高ければ，中間の骨組みＢの変形は小さくなる 
 

図-8 剛床仮定の説明図 
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表-1 後施工せん断補強筋工法の補強比率表 

伝達する．この結果，柱･梁の主架構部分に作用する地震力が減少し，耐震性能2を満足する．換言すれば，剛

性の大きい耐震壁を有する施設は，解析の際にその剛性を正確に評価することが重要といえる． 

次に，地下壁等の土圧・水圧などの面外力を受ける

面部材(シェル要素)については，非線形の材料構成則

(応力-ひずみ関係)を取り入れた，非線形有限要素解析

がコンクリート標準示方書4)に示されている．すなわち，

面部材の非線形解析におけるシェル要素は，鉄筋とコ

ンクリートの付着の影響を考慮しているため，コンク

リートにも引張り力を負担させることができる．その

結果，部材の耐力の向上に繋がり補強量が減少してい

る．なお，鉄筋とコンクリートの付着機構を，構造解

析で扱う場合の材料構成モデルを図-9に示す． 

５．おわりに 

本論では，非線形解析における一貫構造計算プログ

ラムの利用法と，鉄筋とコンクリートの付着の影響を

考慮したシェル要素を非線形解析に導入した場合の効果について述べた．現状，コンクリート構造物における

非線形解析の分野は，技術的発展が著しい．また，非線形解析は，鉄筋とコンクリートが有する本来の耐力を

考慮できる特長があり，下水道に限らず既存施設の耐震診断に利用機会が増えるものと考えられる． 
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図-9 空間平均化された材料構成モデル 5) 
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